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   長岡市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

目次 

 第１章 総則（第１条－第18条） 

 第２章 乳児等通園支援事業 

  第１節 通則（第19条） 

  第２節 一般型乳児等通園支援事業（第20条－第23条） 

  第３節 余裕活用型乳児等通園支援事業（第24条・第25条） 

第３章 雑則（第26条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）

第34条の16第１項の規定に基づき、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関す

る基準を定めるものとする。 

（最低基準の目的） 

第２条 この条例で定める基準（以下「最低基準」という。）は、明るくて、衛生

的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員が乳児等通園

支援を提供することにより、乳児等通園支援事業を利用している乳児又は幼児

（以下「利用乳幼児」という。）が、心身ともに健やかに育成されることを保障

するものとする。 

（最低基準の遵守） 

第３条 乳児等通園支援事業を行う者（以下「乳児等通園支援事業者」という。）

は、最低基準を遵守するとともに、常にその設備及び運営を向上させるよう努

めなければならない。 

２ 市長は、最低基準を欠いた乳児等通園支援事業者に対し、最低基準を遵守す

るように勧告することができる。 

３ 市長は、前項の規定による勧告を受けた乳児等通園支援事業者が、当該勧告

に従わない場合は、当該事業者名を公表することができる。 

（乳児等通園支援事業者の一般原則） 

第４条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、

一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳幼児の
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保護者及び地域社会に対し、その行う乳児等通園支援事業の運営の内容を適切

に説明するよう努めなければならない。 

３ 乳児等通園支援事業者は、自らその提供する乳児等通園支援の質の評価を行

い、常にその改善を図らなければならない。 

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、その結果

を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

５ 乳児等通園支援事業所には、法に定める事業の目的を達成するために必要な

設備を設けなければならない。 

６ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所の構造設備について、採光、

換気等利用乳幼児の保健衛生及び利用乳幼児に対する危害防止に十分に配慮

しなければならない。 

７ 乳児等通園支援事業者は、長岡市暴力団排除条例（平成24年長岡市条例第50

号）第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）である者若しく

は同条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）をその役員、従

業者等とする者又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有すると認められる者であってはならない。 

 （乳児等通園支援事業者と非常災害） 

第５条 乳児等通園支援事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常

災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、こ

れに対する不断の注意と訓練（次項の訓練を除く。）をするように努めなければ

ならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、少なくとも毎月１回、避難及び消火に関する訓練

を行わなければならない。 

（安全計画の策定等） 

第６条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、乳児等

通園支援事業所ごとに、当該乳児等通園支援事業所の設備の安全点検、職員、

利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた乳児等通園支援事業

所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練

その他乳児等通園支援事業所における安全に関する事項についての計画（以下

この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措

置を講じなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、

前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 
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３ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携

が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知

しなければならない。 

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて

安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のた

めの移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳

幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握する

ことができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席

及びこれと並列の座席並びにこれらより１つ後方に備えられた前向きの座席

以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用

乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運

行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防

止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車

の際に限る。）を行わなければならない。 

 （乳児等通園支援事業者の職員の一般的条件） 

第８条 乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫

理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業

の理論及び実際について訓練を受けたものでなければならない。 

 （乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上等） 

第９条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研さんに励み、法に定める事

業の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めな

ければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会

を確保しなければならない。 

 （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第10条 乳児等通園支援事業所は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、

その行う乳児等通園支援に支障がない場合に限り、必要に応じ当該乳児等通園

支援事業所の設備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設

備及び職員と兼ねることができる。 

 （利用乳幼児を平等に取り扱う原則） 
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第11条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利

用に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

 （虐待等の防止） 

第12条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条の10各号

に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をして

はならない。 

 （衛生管理等） 

第13条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用

に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所において感染症又は食中毒

が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための

訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 乳児等通園支援事業所には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、

それらの管理を適正に行わなければならない。 

 （食事） 

第14条 乳児等通園支援事業者は、食事の提供を行う場合（施設外で調理し運搬

する方法により行う場合を含む。）においては、当該施設において行うことが必

要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならな

い。 

 （乳児等通園支援事業所内部の規程） 

第15条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支援事業の運営につい

ての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

(1) 乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針に関する事項 

(2) その提供する乳児等通園支援の内容に関する事項 

(3) 職員の職種、員数及び職務の内容に関する事項 

 (4) 乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに行わない日に関する事項 

 (5) 保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額に関する

事項 

 (6) 乳児、幼児の区分ごとの利用定員に関する事項 

 (7) 乳児等通園支援事業の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっ

ての留意事項 
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 (8) 緊急時等における対応方法に関する事項 

 (9) 非常災害対策に関する事項 

 (10) 虐待の防止のための措置に関する事項 

 (11) 前各号に定める事項のほか、乳児等通園支援事業の運営に関する重要事

項 

（乳児等通園支援事業所に備える帳簿） 

第16条 乳児等通園支援事業所には、職員、財産、収支及び利用乳幼児の処遇の

状況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。 

 （秘密保持等） 

第17条 乳児等通園支援事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

２ 乳児等通園支援事業者は、その職員又は職員であった者が、正当な理由がな

く、その業務上知り得た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う、必要な措置を講じなければならない。 

 （苦情への対応） 

第18条 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関する利用乳幼

児又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け

付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関し、市からの指導

又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれ

ばならない。 

第２章 乳児等通園支援事業 

    第１節 通則 

 （乳児等通園支援事業の区分） 

第19条 乳児等通園支援事業は、一般型乳児等通園支援事業及び余裕活用型乳児

等通園支援事業とする。 

２ 一般型乳児等通園支援事業とは、乳児等通園支援事業であって次項に定める

ものに該当しないものをいう。 

３ 余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども園（就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第

77号）第２条第６項に規定する認定こども園をいい、保育所であるものを除く。

以下同じ。）又は家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。以下同じ。）
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を行う事業所において、当該施設又は事業を利用する児童の数（以下この項に

おいて「利用児童数」という。）がその施設又は事業に係る利用定員の総数に満

たない場合であって、当該利用定員の総数から当該利用児童数を除いた数以下

の数の乳幼児を対象として行う乳児等通園支援事業をいう。 

第２節 一般型乳児等通園支援事業 

 （設備の基準） 

第20条 一般型乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「一般型乳児等通園支援

事業所」という。）の設備の基準は、次のとおりとする。 

(1) 乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業

所には、乳児室又はほふく室及び便所を設けること。 

 (2) 乳児室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき1.65平方メートル以上

であること。 

 (3) ほふく室の面積は、乳児又は第１号の幼児１人につき3.3平方メートル以

上であること。 

 (4) 乳児室又はほふく室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備える

こと。 

 (5) 満２歳以上の幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、保育

室又は遊戯室及び便所を設けること。 

 (6) 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき1.98平方メートル以

上であること。 

 (7) 保育室又は遊戯室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備えるこ

と。 

 (8) 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）を２

階に設ける建物は、次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以上に設け

る建物にあっては、次のアからクまでの全ての要件に該当するものであるこ

と。 

  ア 建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第９号の２に規定する耐火建

築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建築物であること。 

  イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄

に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は設備が１以上

設けられていること。 

階 区分 施設又は設備 
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２階 常用 １ 屋内階段 

２ 屋外階段 

 避難用 １ 建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第123条

第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋

内階段 

２ 待避上有効なバルコニー 

３ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構

造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備 

４ 屋外階段 

３階 常用 １ 建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 屋外階段 

 避難用 １ 建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋

外傾斜路又はこれに準ずる設備 

３ 屋外階段  

４階以

上の階 

常用 １ 建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法施行令第123条第２項各号に規定する構

造の屋外階段 
   
 避難用 １ 建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１

項の場合においては、当該階段の構造は、建築物の１

階から保育室等が設けられている階までの部分に限

り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付室（階段室

が同条第３項第２号に規定する構造を有する場合を

除き、同号に規定する構造を有するものに限る。）を

通じて連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、

第４号及び第10号を満たすものとする。） 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋

外傾斜路 
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３ 建築基準法施行令第123条第２項各号に規定する構

造の屋外階段 
   

  ウ イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室

等の各部分からその１に至る歩行距離が30メートル以下となるように設け

られていること。 

  エ 一般型乳児等通園支援事業所に調理設備（次に掲げる要件のいずれかに

該当するものを除く。以下このエにおいて同じ。）を設ける場合には、当該

調理設備以外の部分と一般型乳児等通園支援事業所の調理設備の部分が建

築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法

施行令第112条第１項に規定する特定防火設備で区画されていること。この

場合において、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を

貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられ

ていること。 

   (ｱ) スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設け

られていること。 

(ｲ) 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当

該調理設備の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられて

いること。 

オ 一般型乳児等通園支援事業所の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げ

を不燃材料でしていること。 

  カ 保育室等その他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の転落事

故を防止する設備が設けられていること。 

  キ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設

けられていること。 

  ク 一般型乳児等通園支援事業所のカーテン、敷物、建具等で可燃性のもの

について防炎処理が施されていること。 

 （職員） 

第21条 一般型乳児等通園支援事業所には、保育士その他乳児等通園支援に従事

する職員として市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他の機関が

行う研修を含む。）を修了した者（以下この条において「乳児等通園支援従事者」

という。）を置かなければならない。 

２ 乳児等通園支援従事者の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以
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上満３歳未満の幼児おおむね６人につき１人以上とし、そのうち半数以上は保

育士とする。ただし、一般型乳児等通園支援事業所１につき２人を下ることは

できない。 

３ 乳児等通園支援従事者は、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従事するも

のでなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、専ら

当該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員を１人とすることができる。 

(1) 当該一般型乳児等通園支援事業と保育所、幼稚園、認定こども園その他の

施設又は事業（以下「保育所等」という。）とが一体的に運営されている場合

であって、当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって当該保育所等の

職員（保育その他の子育て支援に従事する職員に限る。）による支援を受ける

ことができ、かつ、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員が保

育士であるとき。 

(2) 当該一般型乳児等通園支援事業を利用している乳幼児の人数が３人以下

である場合であって、保育所等を利用している乳幼児の保育が現に行われて

いる乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室において当該一般型乳児等通園支

援事業が実施され、かつ、当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって

当該保育所等の保育士による支援を受けることができるとき。 

 （乳児等通園支援の内容） 

第22条 一般型乳児等通園支援事業における乳児等通園支援は、児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第35条に規定する内閣

総理大臣が定める指針に準じ、乳児等通園支援事業の特性に留意して、利用乳

幼児及びその保護者の心身の状況等に応じて提供されなければならない。 

（保護者との連絡） 

第23条 一般型乳児等通園支援事業を行う者は、利用乳幼児の保護者と密接な連

絡を取り、乳児等通園支援の内容等につき、その保護者の理解及び協力を得る

よう努めなければならない。 

    第３節 余裕活用型乳児等通園支援事業 

 （設備及び職員の基準） 

第24条 余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所の設備及び職員の基準は、

次の各号に掲げる施設又は事業所の区分に応じ、当該各号の条例の規定に定め

るところによる。 

(1) 保育所 新潟県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成27年新潟県条例第46号）（保育所に係る部分に限る。） 
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 (2) 認定こども園 新潟県認定こども園の要件等に関する条例（平成28年新

潟県条例第31号） 

 (3) 家庭的保育事業等を行う事業所 長岡市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例（平成26年長岡市条例第39号）（居宅訪問型保育

事業に係るものを除く。） 

 （準用） 

第25条 第22条及び第23条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業について準

用する。この場合において、第22条中「一般型乳児等通園支援事業」とあるの

は「余裕活用型乳児等通園支援事業」とし、第23条中「一般型乳児等通園支援

事業を行う者」とあるのは「余裕活用型乳児等通園支援事業を行う者」とする。 

第３章 雑則 

 （電磁的記録） 

第26条 乳児等通園支援事業者及びその職員は、記録、作成その他これらに類す

るもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第99号 

 

長岡市個人番号の利用等に関する条例の一部改正について 

 

長岡市個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 本市の住民基本台帳に記録されていない者に係る宛名番号管理機能の利用開始

に当たり、個人番号を利用することから、所要の改正を行うもの 
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長岡市個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例 

長岡市個人番号の利用等に関する条例（令和４年長岡市条例第48号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下

「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、次の表の改正後の欄中の表の実線

で記された罫線に対応する次の表の改正前の欄中の表の罫線が破線で記されてい

る場合は当該罫線を加えるものとする。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 特定個人情報 法第２条第９

項に規定する特定個人情報をい

う。 

(3) 特定個人情報 法第２条第８

項に規定する特定個人情報をい

う。 

(4) （略） (4) （略） 

(5) 個人番号利用事務実施者 法

第２条第13項に規定する個人番号

利用事務実施者をいう。 

(5) 個人番号利用事務実施者 法

第２条第12項に規定する個人番号

利用事務実施者をいう。 

(6) 情報提供ネットワークシステ

ム 法第２条第15項に規定する情

報提供ネットワークシステムをい

う。 

(6) 情報提供ネットワークシステ

ム 法第２条第14項に規定する情

報提供ネットワークシステムをい

う。 

(7)～(11) （略） (7)～(11) （略） 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 
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 機関 事務 

１～18 （略） 

1

9 

市長 住登外者宛名番号管理機

能（本市の住民基本台帳に

記録されていない者（以下

「住登外者」という。）に

対し、個人を識別するため

の番号を付与し、及び当該

番号を付与された住登外

者の宛名を管理するため

の情報システムの機能を

いう。以下同じ。）による

住登外者の情報の管理に

関する事務であって規則

で定めるもの 

2

0 

教育委員

会 

住登外者宛名番号管理機

能による住登外者の情報

の管理に関する事務であ

って規則で定めるもの 
 

 機関 事務 

１～18 （略） 

1

7

 

              

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

       

1

7

 

    

  

           

           

           

           

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

 機関 事務 特定個人情報 

１市長 身体障害者福

祉法（昭和24

年法律第283

号）による身

体障害者手帳

の交付に関す

る事務 

(1) 住民基本台

帳法（昭和42年

法律第81号）第

７条第４号に

規定する事項

に関する情報

（以下「住民票

関係情報」とい

う。） 

(2) 住登外者宛

名番号管理機

 機関事務 特定個人情報 

１市長身体障害者福

祉法（昭和24

年法律第283

号）による身

体障害者手帳

の交付に関す

る事務 

   住民基本台

帳法（昭和42年

法律第81号）第

７条第４号に

規定する事項

に関する情報

（以下「住民票

関係情報」とい

う。） 
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能による住登

外者の宛名の

管理に関する

情報（以下「住

登外者宛名情

報」という。）

２市長 身体障害者福

祉法による障

害福祉サービ

ス、障害者支

援施設等への

入所等の措置

又は費用の徴

収に関する事

務 

(1)～(4) （略）

(5) 住登外者宛

名情報 

 

３市長 精神保健及び

精神障害者福

祉に関する法

律（昭和25年

法律第123号）

による精神障

害者保健福祉

手帳の交付に

関する事務 

(1) 住民票関係

情報 

(2) 住登外者宛

名情報 

４市長 生活保護法に

よる保護の決

定及び実施又

は徴収金の徴

収に関する事

務 

(1) 住民票関係

情報 

(2) 住登外者宛

名情報 

５市長 生活保護法の

規定に準じて

(1)～(11) （略）

(12)  住登外者

       

       

       

       

       

       

２市長身体障害者福

祉法による障

害福祉サービ

ス、障害者支

援施設等への

入所等の措置

又は費用の徴

収に関する事

務 

(1)～(4) （略）

       

     

  

３市長精神保健及び

精神障害者福

祉に関する法

律（昭和25年

法律第123号）

による精神障

害者保健福祉

手帳の交付に

関する事務 

   住民票関係

情報 

       

     

４市長生活保護法に

よる保護の決

定及び実施又

は徴収金の徴

収に関する事

務 

   住民票関係

情報 

       

     

５市長生活保護法の

規定に準じて

(1)～(11) （略）
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行う生活に困

窮する外国人

に対する保護

の決定及び実

施又は徴収金

の徴収に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

宛名情報 

６市長 地方税法その

他の地方税に

関する法律及

びこれらの法

律に基づく条

例による地方

税の賦課徴収

に関する事務 

(1)・(2) （略）

(3) 住登外者宛

名情報 

７市長 国民健康保険

法による保険

給付の支給、

保険料の徴収

又は保健事業

の実施に関す

る事務 

(1)～(7) （略）

(8) 住登外者宛

名情報 

８市長 国民年金法に

より本市が行

うこととされ

ている国民年

金に関する事

務 

(1)～(3) （略）

(4) 住登外者宛

名情報 

９市長 知的障害者福

祉法による障

(1)～(6) （略）

(7) 住登外者宛

行う生活に困

窮する外国人

に対する保護

の決定及び実

施又は徴収金

の徴収に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

      

６市長地方税法その

他の地方税に

関する法律及

びこれらの法

律に基づく条

例による地方

税の賦課徴収

に関する事務

(1)・(2) （略）

       

     

７市長国民健康保険

法による保険

給付の支給、

保険料の徴収

又は保健事業

の実施に関す

る事務 

(1)～(7) （略）

       

     

８市長国民年金法に

より本市が行

うこととされ

ている国民年

金に関する事

務 

(1)～(3) （略）

       

     

９市長知的障害者福

祉法による障

(1)～(6) （略）
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害福祉サービ

ス、障害者支

援施設等への

入所等の措置

又は費用の徴

収に関する事

務 

名情報 

10・11 （略） 

1

2 

市長 特別児童扶養

手当等の支給

に関する法律

による特別児

童扶養手当の

支給に関する

事務 

(1)～(3) （略）

(4) 住登外者宛

名情報 

1

3 

市長 特別児童扶養

手当等の支給

に関する法律

による障害児

福祉手当若し

くは特別障害

者手当又は昭

和60年法律第

34号附則第97

条第１項の福

祉手当の支給

に関する事務 

(1)～(3) （略）

(4) 住登外者宛

名情報 

1

4 

市長 戦没者等の遺

族に対する特

別弔慰金支給

法（昭和40年

法律第100号）

(1) 住民票関係

情報 

(2) 住登外者宛

名情報 

害福祉サービ

ス、障害者支

援施設等への

入所等の措置

又は費用の徴

収に関する事

務 

     

10・11 （略） 

1

2

市長特別児童扶養

手当等の支給

に関する法律

による特別児

童扶養手当の

支給に関する

事務 

(1)～(3) （略）

       

     

1

3

市長特別児童扶養

手当等の支給

に関する法律

による障害児

福祉手当若し

くは特別障害

者手当又は昭

和60年法律第

34号附則第97

条第１項の福

祉手当の支給

に関する事務

(1)～(3) （略）

       

     

1

4

市長戦没者等の遺

族に対する特

別弔慰金支給

法（昭和40年

法律第100号）

   住民票関係

情報 
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による特別弔

慰金の支給に

関する事務 

1

5 

市長 母子保健法に

よる養育医療

の給付若しく

は養育医療に

要する費用の

支給又は費用

の徴収に関す

る事務 

(1)～(5) （略）

(6) 住登外者宛

名情報 

16・17 （略） 

1

8 

市長 高齢者の医療

の確保に関す

る法律による

後期高齢者医

療 給 付 の 支

給、保険料の

徴収又は高齢

者保健事業の

実施に関する

事務 

(1)～(7) （略）

(8) 住登外者宛

名情報 

1

9 

市長 中国残留邦人

等支援給付等

の支給に関す

る事務 

(1)～(5) （略）

(6) 住登外者宛

名情報 

2

0 

市長 介護保険法に

よる保険給付

の支給、地域

支援事業の実

施又は保険料

の徴収に関す

(1)～(6) （略）

(7) 住登外者宛

名情報 

による特別弔

慰金の支給に

関する事務 

1

5

市長母子保健法に

よる養育医療

の給付若しく

は養育医療に

要する費用の

支給又は費用

の徴収に関す

る事務 

(1)～(5) （略）

       

     

16・17 （略） 

1

8

市長高齢者の医療

の確保に関す

る法律による

後期高齢者医

療 給 付 の 支

給、保険料の

徴収又は高齢

者保健事業の

実施に関する

事務 

(1)～(7) （略）

       

     

1

9

市長中国残留邦人

等支援給付等

の支給に関す

る事務 

(1)～(5) （略）

       

     

2

0

市長介護保険法に

よる保険給付

の支給、地域

支援事業の実

施又は保険料

の徴収に関す

(1)～(6) （略）
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る事務 

2

1 

市長 健 康 増 進 法

（平成14年法

律第103号）に

よる健康増進

事業の実施に

関する事務 

(1)～(7) （略）

(8) 住登外者宛

名情報 

2

2 

市長 障害者の日常

生活及び社会

生活を総合的

に支援するた

めの法律によ

る自立支援給

付の支給又は

地域生活支援

事業の実施に

関する事務 

(1)～(7) （略）

(8) 住登外者宛

名情報 

2

3 

市長 障害者の日常

生活及び社会

生活を総合的

に支援するた

めの法律第77

条に規定する

地域生活事業

として、障害

者及び障害児

が日常生活に

必要とする便

宜を供与する

事業に要する

費用の全部又

は一部を支給

(1)～(6) （略）

(7) 住登外者宛

名情報 

る事務 

2

1

市長健 康 増 進 法

（平成14年法

律第103号）に

よる健康増進

事業の実施に

関する事務 

(1)～(7) （略）

       

     

2

2

市長障害者の日常

生活及び社会

生活を総合的

に支援するた

めの法律によ

る自立支援給

付の支給又は

地域生活支援

事業の実施に

関する事務 

(1)～(7) （略）

       

     

2

3

市長障害者の日常

生活及び社会

生活を総合的

に支援するた

めの法律第77

条に規定する

地域生活事業

として、障害

者及び障害児

が日常生活に

必要とする便

宜を供与する

事業に要する

費用の全部又

は一部を支給

(1)～(6) （略）
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する事務であ

って規則で定

めるもの 

2

4 

市長 長岡市介護保

険条例第17条

第２項の規定

に基づく介護

保険料の低所

得者に対する

特別軽減に関

する事務であ

って規則で定

めるもの 

(1)～(4) （略）

(5) 住登外者宛

名情報 

2

5 

市長 障害者の日常

生活及び社会

生活を総合的

に支援するた

めの法律に基

づき日常生活

用具の購入に

要する費用を

給付する事務

であって告示

で定めるもの 

(1)～(3) （略）

(4) 住登外者宛

名情報 

2

6 

市長 ひとり親家庭

の医療費を助

成する事務で

あって告示で

定めるもの 

(1)～(4) （略）

(5) 住登外者宛

名情報 

2

7 

市長 長岡市営住宅

条例に基づく

市費単独住宅

(1)～(4) （略）

(5) 住登外者宛

名情報 

する事務であ

って規則で定

めるもの 

2

4

市長長岡市介護保

険条例第17条

第２項の規定

に基づく介護

保険料の低所

得者に対する

特別軽減に関

する事務であ

って規則で定

めるもの 

(1)～(4) （略）

       

     

2

5

市長障害者の日常

生活及び社会

生活を総合的

に支援するた

めの法律に基

づき日常生活

用具の購入に

要する費用を

給付する事務

であって告示

で定めるもの

(1)～(3) （略）

       

     

2

6

市長ひとり親家庭

の医療費を助

成する事務で

あって告示で

定めるもの 

(1)～(4) （略）

       

     

2

7

市長長岡市営住宅

条例に基づく

市費単独住宅

(1)～(4) （略）
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の管理に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

2

8 

市長 介護保険サー

ビスを提供す

る社会福祉法

人等が実施す

る低所得で生

計が困難であ

る者等の介護

保険サービス

に係る利用者

負担の軽減及

びこれに対す

る補助金の交

付に関する事

務であって告

示で定めるも

の 

(1)～(3) （略）

(4) 住登外者宛

名情報 

2

9 

市長 小児慢性特定

疾病児童等の

日常生活用具

の購入に要す

る費用を給付

する事務であ

って告示で定

めるもの 

(1)・(2) （略）

(3) 住登外者宛

名情報 

3

0 

市長 高齢者又は障

害者が居住す

る住宅をその

身体状況に適

(1)～(3) （略）

(4) 住登外者宛

名情報 

の管理に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

2

8

市長介護保険サー

ビスを提供す

る社会福祉法

人等が実施す

る低所得で生

計が困難であ

る者等の介護

保険サービス

に係る利用者

負担の軽減及

びこれに対す

る補助金の交

付に関する事

務であって告

示で定めるも

の 

(1)～(3) （略）

       

     

2

9

市長小児慢性特定

疾病児童等の

日常生活用具

の購入に要す

る費用を給付

する事務であ

って告示で定

めるもの 

(1)・(2) （略）

       

     

3

0

市長高齢者又は障

害者が居住す

る住宅をその

身体状況に適

(1)～(3) （略）
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したものに改

造等をするこ

とに要する経

費に対する補

助金の交付に

関する事務で

あって告示で

定めるもの 

3

1 

市長 難聴の児童の

補聴器を購入

するための経

費の一部を支

給する事務で

あって告示で

定めるもの 

(1)・(2) （略）

(3) 住登外者宛

名情報 

3

2 

市長 東日本大震災

により被災し

た介護保険の

被保険者のう

ち、東京電力

株式会社福島

第一原子力発

電所の事故に

伴い避難指示

区域等に住所

を有する者が

本 市 に 転 入

し、介護サー

ビス等を利用

した際の利用

者負担額の軽

減に関する事

(1)・(2) （略）

(3) 住登外者宛

名情報 

したものに改

造等をするこ

とに要する経

費に対する補

助金の交付に

関する事務で

あって告示で

定めるもの 

3

1

市長難聴の児童の

補聴器を購入

するための経

費の一部を支

給する事務で

あって告示で

定めるもの 

(1)・(2) （略）

       

     

3

2

市長東日本大震災

により被災し

た介護保険の

被保険者のう

ち、東京電力

株式会社福島

第一原子力発

電所の事故に

伴い避難指示

区域等に住所

を有する者が

本 市 に 転 入

し、介護サー

ビス等を利用

した際の利用

者負担額の軽

減に関する事

(1)・(2) （略）
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務であって告

示で定めるも

の 

3

3 

市長 重度障害者の

医療費を助成

する事務であ

って告示で定

めるもの 

(1)・(2) （略）

(3) 住登外者宛

名情報 

 

務であって告

示で定めるも

の 

3

3

市長重度障害者の

医療費を助成

する事務であ

って告示で定

めるもの 

(1)・(2) （略）

       

     

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

 提 供 さ

れ る 機

関 

事務 提供す

る機関 

特定個人情

報 

１市長 障害者の

日常生活

及び社会

生活を総

合的に支

援するた

めの法律

による自

立支援給

付の支給

又は地域

生活支援

事業の実

施に関す

る事務 

教育委

員会 

(1)  児童

福 祉 法

（昭和22

年法律第

164号）に

よる障害

児通所支

援又は障

害児相談

支援に関

する情報

(2)  住登

外者宛名

情報 

２教 育 委

員会 

児童福祉

法による

障害児通

所 給 付

費、特例

市長 (1) ～ (11)

（略） 

(12) 住登

外者宛名

情報 

 提 供 さ

れ る 機

関 

事務 提供す

る機関

特定個人報

１市長 障害者の

日常生活

及び社会

生活を総

合的に支

援するた

めの法律

による自

立支援給

付の支給

又は地域

生活支援

事業の実

施に関す

る事務 

教育委

員会 

   児童

福 祉 法

（昭和22

年法律第

164号）に

よる障害

児通所支

援又は障

害児相談

支援に関

する情報

     

     

    

２教 育 委

員会 

児童福祉

法による

障害児通

所 給 付

費、特例

市長 (1) ～ (11)

（略） 
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障害児通

所 給 付

費、高額

障害児通

所 給 付

費、肢体

不自由児

通所医療

費、障害

児相談支

援給付費

若しくは

特例障害

児相談支

援給付費

の支給又

は障害福

祉サービ

スの提供

に関する

事務 

３教 育 委

員会 

児童福祉

法による

保育所に

おける保

育の実施

又は措置

に関する

事務 

市長 (1) ～ (4)

（略） 

(5)  住登

外者宛名

情報 

４教 育 委

員会 

予防接種

法（昭和

23年法律

市長 (1) ～ (5)

（略） 

(6)  住登

障害児通

所 給 付

費、高額

障害児通

所 給 付

費、肢体

不自由児

通所医療

費、障害

児相談支

援給付費

若しくは

特例障害

児相談支

援給付費

の支給又

は障害福

祉サービ

スの提供

に関する

事務 

３教 育 委

員会 

児童福祉

法による

保育所に

おける保

育の実施

又は措置

に関する

事務 

市長 (1) ～ (4)

（略） 

     

     

    

４教 育 委

員会 

予防接種

法（昭和

23年法律

市長 (1) ～ (5)

（略） 
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第68号）

による予

防接種の

実施、給

付の支給

又は実費

の徴収に

関する事

務 

外者宛名

情報 

５教 育 委

員会 

特別支援

学校への

就学奨励

に関する

法律（昭

和29年法

律 第 144

号）によ

る特別支

援学校へ

の就学の

ため必要

な経費の

支弁に関

する事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

６教 育 委

員会 

学校保健

安 全 法

（昭和33

年法律第

56号）に

よる医療

に要する

費用につ

市長 (1) ～ (3)

（略）  

(4)  住登

外者宛名

情報 

第68号）

による予

防接種の

実施、給

付の支給

又は実費

の徴収に

関する事

務 

     

    

５教 育 委

員会 

特別支援

学校への

就学奨励

に関する

法律（昭

和29年法

律 第 144

号）によ

る特別支

援学校へ

の就学の

ため必要

な経費の

支弁に関

する事務

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

６教 育 委

員会 

学校保健

安 全 法

（昭和33

年法律第

56号）に

よる医療

に要する

費用につ

市長 (1) ～ (3)

（略）  
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いての援

助に関す

る事務 

７教 育 委

員会 

母子保健

法による

保 健 指

導、新生

児の訪問

指導、健

康診査、

妊娠の届

出、母子

健康手帳

の交付、

妊産婦の

訪 問 指

導、低体

重児の届

出、未熟

児の訪問

指導又は

母子健康

包括支援

センター

の事業の

実施に関

する事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

８教 育 委

員会 

児童手当

法（昭和

46年法律

第73号）

による児

市長 (1) ～ (3)

（略） 

(4)  住登

外者宛名

情報 

いての援

助に関す

る事務 

７教 育 委

員会 

母子保健

法による

保 健 指

導、新生

児の訪問

指導、健

康診査、

妊娠の届

出、母子

健康手帳

の交付、

妊産婦の

訪 問 指

導、低体

重児の届

出、未熟

児の訪問

指導又は

母子健康

包括支援

センター

の事業の

実施に関

する事務

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

８教 育 委

員会 

児童手当

法（昭和

46年法律

第73号）

による児

市長 (1) ～ (3)

（略） 
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童手当又

は特例給

付（同法

附則第２

条第１項

に規定す

る給付を

いう。以

下同じ。）

の支給に

関する事

務（次項

に規定す

るものを

除く。） 

９教 育 委

員会 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

1

0 

教 育 委

員会 

子ども・

子育て支

援法（平

成24年法

律 第 65

号）によ

る子ども

のための

教育・保

市長 (1) ～ (3)

（略） 

(4)  住登

外者宛名

情報 

童手当又

は特例給

付（同法

附則第２

条第１項

に規定す

る給付を

いう。以

下同じ。）

の支給に

関する事

務（次項

に規定す

るものを

除く。）

９教 育 委

員会 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

1

0

教 育 委

員会 

子ども・

子育て支

援法（平

成24年法

律 第 65

号）によ

る子ども

のための

教育・保

市長 (1) ～ (3)

（略） 
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育給付の

支給又は

地域子ど

も・子育

て支援事

業の実施

に関する

事務 

1

1 

選 挙 管

理 委 員

会 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

1

2 

監 査 委

員 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

1

3 

農 業 委

員会 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

育給付の

支給又は

地域子ど

も・子育

て支援事

業の実施

に関する

事務 

1

1

選 挙 管

理 委 員

会 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

1

2

監 査 委

員 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

1

3

農 業 委

員会 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 
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1

4 

水 道 事

業 管 理

者 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

1

5 

消防長 児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

1

6 

議会 児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

(3)  住登

外者宛名

情報 

17・18 （略） 
 

1

4

水 道 事

業 管 理

者 

児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

1

5

消防長 児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

1

6

議会 児童手当

法による

職員への

児童手当

又は特例

給付の支

給に関す

る事務 

市長 (1) ・ (2)

（略） 

     

     

    

17・18 （略） 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議案第100号 

 

長岡市栃尾地域交流拠点施設条例の一部改正について 

 

長岡市栃尾地域交流拠点施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 長岡市与板地域交流拠点施設の開設に伴い、所要の改正を行うもの 
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長岡市栃尾地域交流拠点施設条例の一部を改正する条例 

長岡市栃尾地域交流拠点施設条例（令和３年長岡市条例第36号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下

「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削り、次

の表の改正後の欄中の表の実線で記された罫線に対応する次の表の改正前の欄中

の表の罫線が破線で記されている場合は当該罫線を加えるものとする。 

改正後 改正前 

長岡市地域交流拠点施設条例 

  

長岡市栃尾地域交流拠点施設条

   例 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 交流拠点施設の名称及び位置

は、次のとおりとする。 

第２条 交流拠点施設の名称及び位置

は、次のとおりとする。 

名称 位置 

長岡市栃尾地域交

流拠点施設 

長岡市中央公園１

番67号 

長岡市与板地域交

流拠点施設 

長岡市与板町与板

甲134番地 
 

名称 位置 

長岡市栃尾地域交

流拠点施設 

長岡市中央公園１

番67号 

        

      

         

     

（施設） （施設） 

第３条 長岡市栃尾地交流拠点施設

（以下「栃尾地域交流拠点施設」と

いう。）の施設は、次のとおりとす

る。 

第３条 長岡市栃尾地域交流拠点施設

（以下「交流拠点施設    」と

いう。）の施設は、次のとおりとす

る。 

(1)～(12) （略） (1)～(12) （略） 

２ 長岡市与板地域交流拠点施設（以                  
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下「与板地域交流拠点施設」という。）

の施設は、次のとおりとする。 

                

              

(1) 多目的ホール           

(2) 交流スペース           

(3) 和室      

(4) 調理室       

(5) ミーティングルーム             

(6) 音楽・活動ルーム            

(7) 多目的広場          

(8) 屋根付き広場           

(9) 駐車場       

（      専用使用） （ホワイエ等の専用使用） 

第４条 栃尾地域交流拠点施設のホワ

イエ、ストリートラウンジ、屋根付

き広場若しくは交流広場（以下「ホ

ワイエ等」という。）又は与板地域

交流拠点施設の多目的広場、屋根付

き広場若しくは駐車場（以下「多目

的広場等」という。）は、それぞれ

その一部を専用して使用することが

できる。 

第４条            ホワ

イエ、ストリートラウンジ、屋根付

き広場又は  交流広場（以下「ホ

ワイエ等」という。）       

                

                

          は、それぞれ

その一部を専用して使用することが

できる。 

（行為の制限） （行為の制限） 

第５条 栃尾地域交流拠点施設及び与

板地域交流拠点施設（以下「交流拠

点施設」という。）においては、次

に掲げる行為をしてはならない。 

(1)～(3) （略）  

第５条 交流拠点施設       

                

         においては、次

に掲げる行為をしてはならない。 

(1)～(3) （略）  

（使用の許可） （使用の許可） 

第６条 交流拠点施設（ホワイエ等及

び多目的広場等を除く。）を使用し

ようとする者又はホワイエ等若しく

第６条 交流拠点施設（ホワイエ等 

        を除く。）を使用し

ようとする者又はホワイエ等   
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は多目的広場等のそれぞれその一部

を専用して使用しようとする者は、

市長の許可を受けなければならな

い。許可を受けた事項を変更しよう

とするときも、同様とする。 

       のそれぞれその一部

を専用して使用しようとする者は、

市長の許可を受けなければならな

い。許可を受けた事項を変更しよう

とするときも、同様とする。 

２ （略） ２ （略） 

（使用料） （使用料） 

第７条 交流拠点施設の使用の許可を

受けた者（以下「使用者」という。）

は、栃尾地域交流拠点施設にあって

は別表第１、与板地域交流拠点施設

にあっては別表第２に定める使用料

を納付しなければならない。 

第７条 交流拠点施設の使用の許可を

受けた者（以下「使用者」という。）

は、別表            

                

         に定める使用料

を納付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

 別表の表の前に「長岡市栃尾地域交流拠点施設」を加え、同表を別表第１とし、

同表の次に次の１表を加える。 

別表第２（第７条関係） 

長岡市与板地域交流拠点施設 

施設 単位 使用料 

一般 営利目的の場合 

多目的ホール(1) １時間当たり 1,500円 4,500円

多目的ホール(2) １時間当たり 700円 2,100円

交流スペース １時間当たり 1,700円 5,100円

和室(1) １時間当たり 200円 600円

和室(2) １時間当たり 200円 600円

調理室 １時間当たり 700円 2,100円

ミーティングルーム １時間当たり 500円 1,500円

音楽・活動ルーム １時間当たり 500円 1,500円

多目的広場 専用面積１平方メートル

につき１日当たり 

100円 100円

屋根付き広場 専用面積１平方メートル 100円 100円
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につき１日当たり 

駐車場 専用面積１平方メートル

につき１日当たり 

100円 100円

備考 
１ 使用時間には、準備及び原状回復に要する時間を含むものとする。 
２ 使用料の算定に当たっては、１時間に満たない時間は、１時間として計

算する。 
３ 多目的広場等について専用して使用する面積が１平方メートル未満であ

るとき、又はこの面積に１平方メートル未満の端数があるときは、１平方

メートルとして計算する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

ただし、次項及び附則第３項の規定は、令和７年12月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の長岡市地域交流拠点施設条例（以下「新条例」という。）に定める

長岡市与板地域交流拠点施設を使用しようとする者は、施行日前であっても、

使用の申込みをすることができる。 

３ 前項の申込みに係る使用の許可並びに使用料の納付、減免及び還付並びに使

用の許可の取消しについては、新条例第６条から第11条までの規定の例による。 

（長岡市コミュニティセンター条例の一部改正） 

４ 長岡市コミュニティセンター条例（平成15年長岡市条例第37号）の一部を次

のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改めるものとする。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 
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センターの名称及び位置 センターの名称及び位置 

名称 位置 

（略） 

長岡市よいたコミ

ュニティセンター 

長岡市与板町与板

甲134番地   

（略） 
 

名称 位置 

（略） 

長岡市よいたコミ

ュニティセンター

長岡市与板町与板

乙2469番地１ 

（略） 
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議案第101号 

 

長岡市議会議員及び長岡市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部改正について 

 

長岡市議会議員及び長岡市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 公職選挙法及び公職選挙法施行令の一部改正に伴い、長岡市議会議員及び長岡

市長の選挙における選挙運動用ビラ及びポスターの作成の公費負担額等について、

所要の改正を行うもの 
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長岡市議会議員及び長岡市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例 

 長岡市議会議員及び長岡市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

（平成６年長岡市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下

「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。 

改正後 改正前 

（選挙運動用ビラの作成の公費の支

払） 

（選挙運動用ビラの作成の公費の支

払） 

第９条 本市は、候補者（前条の規定

による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方

であるビラ作成業者に支払うべき金

額のうち、当該契約に基づき作成さ

れた選挙運動用ビラの１枚当たりの

作成単価（当該作成単価が８円38銭

を超える場合には、８円38銭）に当

該選挙運動用ビラの作成枚数（当該

候補者１人について、法第142条第１

項第６号に定める枚数の範囲内のも

のであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの

申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。）を乗じて得た金額を、

第７条後段において準用する第２条

ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ビラ作成業者から

第９条 本市は、候補者（前条の規定

による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方

であるビラ作成業者に支払うべき金

額のうち、当該契約に基づき作成さ

れた選挙運動用ビラの１枚当たりの

作成単価（当該作成単価が７円73銭

を超える場合には、７円73銭）に当

該選挙運動用ビラの作成枚数（当該

候補者１人について、法第142条第１

項第６号に定める枚数の範囲内のも

のであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの

申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。）を乗じて得た金額を、

第７条後段において準用する第２条

ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ビラ作成業者から
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の請求に基づき、当該ビラ作成業者

に対し支払うものとする。 

の請求に基づき、当該ビラ作成業者

に対し支払うものとする。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担

の限度額） 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担

の限度額） 

第10条 第７条の規定により選挙運動

用ビラを作成する場合の公費負担の

限度額は、候補者１人について、８

円38銭に選挙運動用ビラの作成枚数

（当該作成枚数が、選挙の区分に応

じ法第142条第１項第６号に定める

枚数を超える場合には、同号に定め

る枚数）を乗じて得た額とする。 

第10条 第７条の規定により選挙運動

用ビラを作成する場合の公費負担の

限度額は、候補者１人について、７

円73銭に選挙運動用ビラの作成枚数

（当該作成枚数が、選挙の区分に応

じ法第142条第１項第６号に定める

枚数を超える場合には、同号に定め

る枚数）を乗じて得た額とする。 

（選挙運動用ポスターの作成の公費

の支払） 

（選挙運動用ポスターの作成の公費

の支払） 

第13条 本市は、候補者（前条の規定

による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方

であるポスター作成業者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作

成された選挙運動用ポスターの１枚

当たりの作成単価（当該作成単価が、

次の各号に掲げる区分に応じ当該各

号に定めるところにより算定した金

額を超える場合には、当該各号に定

めるところにより算定した金額）に

当該選挙運動用ポスターの作成枚数

（当該候補者を通じて、市議会議員

の選挙にあっては1,200枚、市長の選

挙にあっては当該選挙におけるポス

ター掲示場の数に相当する数の範囲

内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者

第13条 本市は、候補者（前条の規定

による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方

であるポスター作成業者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作

成された選挙運動用ポスターの１枚

当たりの作成単価（当該作成単価が、

次の各号に掲げる区分に応じ当該各

号に定めるところにより算定した金

額を超える場合には、当該各号に定

めるところにより算定した金額）に

当該選挙運動用ポスターの作成枚数

（当該候補者を通じて、市議会議員

の選挙にあっては1,200枚、市長の選

挙にあっては当該選挙におけるポス

ター掲示場の数に相当する数の範囲

内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者
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からの申請に基づき、委員会が確認

したものに限る。）を乗じて得た金

額を、第11条後段において準用する

第２条ただし書に規定する要件に該

当する場合に限り、当該ポスター作

成業者からの請求に基づき、当該ポ

スター作成業者に対し支払う。 

からの申請に基づき、委員会が確認

したものに限る。）を乗じて得た金

額を、第11条後段において準用する

第２条ただし書に規定する要件に該

当する場合に限り、当該ポスター作

成業者からの請求に基づき、当該ポ

スター作成業者に対し支払う。 

(1) 市議会議員の選挙において選

挙運動用ポスターの作成枚数（当

該候補者を通じた枚数とする。以

下同じ。）が500枚以下である場合

あ586円88銭に当該ポスターの作

成枚数を乗じて得た金額に31万

6,250円を加えた金額を当該ポス

ターの作成枚数で除して得た金額

（１円未満の端数がある場合に

は、その端数は、１円とする。次

号、第３号及び第４号において同

じ。） 

(1) 市議会議員の選挙において選

挙運動用ポスターの作成枚数（当

該候補者を通じた枚数とする。以

下同じ。）が500枚以下である場合

あ541円31銭に当該ポスターの作

成枚数を乗じて得た金額に23万

8,000円を加えた金額を当該ポス

ターの作成枚数で除して得た金額

（１円未満の端数がある場合に

は、その端数は、１円とする。次

号、第３号及び第４号において同

じ。） 

(2) 市議会議員の選挙において選

挙運動用ポスターの作成枚数が

500枚を超える場合 30円73銭に

その500枚を超える数を乗じて得

た金額に60万9,690円を加えた金

額を当該ポスターの作成枚数で除

して得た金額 

(2) 市議会議員の選挙において選

挙運動用ポスターの作成枚数が

500枚を超える場合 28円35銭に

その500枚を超える数を乗じて得

た金額に50万8,655円を加えた金

額を当該ポスターの作成枚数で除

して得た金額 

(3) 市長の選挙において当該選挙

におけるポスター掲示場の数が

500以下である場合 586円88銭に

当該選挙におけるポスター掲示場

の数を乗じて得た金額に31万

6,250円を加えた金額を当該選挙

(3) 市長の選挙において当該選挙

におけるポスター掲示場の数が

500以下である場合 541円31銭に

当該選挙におけるポスター掲示場

の数を乗じて得た金額に23万

8,000円を加えた金額を当該選挙
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におけるポスター掲示場の数で除

して得た金額 

におけるポスター掲示場の数で除

して得た金額 

(4) 市長の選挙において当該選挙

におけるポスター掲示場の数が

500を超える場合 30円73銭にそ

の500を超える数を乗じて得た金

額に60万9,690円を加えた金額を

当該選挙におけるポスター掲示場

の数で除して得た金額 

(4) 市長の選挙において当該選挙

におけるポスター掲示場の数が

500を超える場合 28円35銭にそ

の500を超える数を乗じて得た金

額に50万8,655円を加えた金額を

当該選挙におけるポスター掲示場

の数で除して得た金額 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年12月31日まで

の間における改正後の第13条第１項の規定の適用については、同項第１号及び

第３号の規定中「31万6,250円」とあるのは「23万8,000円」と、同項第２号及

び第４号の規定中「60万9,690円」とあるのは「53万1,440円」とする。 

３ 改正後の第９条、第10条及び第13条の規定は、施行日以後その期日を告示さ

れる選挙について適用し、施行日の前日までにその期日を告示された選挙につ

いては、なお従前の例による。 
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議案第102号 

 

長岡市職員等の旅費に関する条例等の一部改正について 

 

長岡市職員等の旅費に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 国家公務員等の旅費に関する法律の一部改正等を踏まえ、長岡市職員等の旅費

等について、所要の改正を行うもの 
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長岡市職員等の旅費に関する条例等の一部を改正する条例 

 （長岡市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条 長岡市職員等の旅費に関する条例（平成11年長岡市条例第４号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は

当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が

記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された

字句を削るものとする。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 出張 職員が公務のため一時

その在勤庁（常時勤務する在勤庁

のない場合又は任命権者若しくは

その委任を受けた者（以下「旅行

命令権者」という。）が認める場

合には、その住所、居所その他旅

行命令権者が認める場所）を離れ

て旅行し、又は職員以外の者が公

務のため一時その住所又は居所を

離れて旅行することをいう。 

(2) 出張 職員が公務のため一時

その在勤庁          

               

               

               

               

            を離れ

て旅行し、又は職員以外の者が公

務のため一時その住所又は居所を

離れて旅行することをいう。 

(3) （略）  (3) （略）  

(4) 家族   職員の配偶者（届出 (4) 扶養親族 職員の配偶者（届出
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をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同

じ。）、子、父母、孫、祖父母及

び兄弟姉妹で職員と      

    生計を一にする  もの

をいう。 

をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同

じ。）、子、父母、孫、祖父母及

び兄弟姉妹で主として職員の収入

によって生計を維持しているもの

をいう。 

(5) （略） (5) （略） 

(6) 旅行役務提供者 旅行業者（旅

行業法（昭和27年法律第239号）第

６条の４第１項に規定する旅行業

者をいう。）その他の規則で定め

る者（以下この号において「旅行

業者等」という。）であって、市

と旅行役務提供契約（旅行業者等

が市に対して旅行に係る役務その

他の規則で定めるものを旅行者に

提供することを約し、かつ、市が

当該旅行業者等に対して当該旅行

に係る旅費に相当する金額を支払

うことを約する契約をいう。次条

第８項において同じ。）を締結し

たものをいう。 

(6) 旅行役務提供者 旅行業者（旅

行業法（昭和27年法律第239号）第

６条の４第１項に規定する旅行業

者をいう。）その他の規則で定め

る者（以下この号において「旅行

業者等」という。）であって、市

と旅行役務提供契約（旅行業者等

が市に対して旅行に係る役務その

他の規則で定めるものを旅行者に

提供することを約し、かつ、市が

当該旅行業者等に対して当該旅行

に係る旅費に相当する金額を支払

うことを約する契約をいう。次条

第８項において同じ。）を締結し

たものをいう。 

                 

                

                

               

２ この条例において「何々地」とい

う場合には、市町村の存する地域（都

の特別区の存する地域にあっては、

特別区の存する全地域）をいう。 

（旅費の支給） （旅費の支給） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 第１項、第２項及び前２項の規定

により旅費の支給を受けることがで

きる者             

６ 第１項、第２項及び前２項の規定

により旅費の支給を受けることがで

きる者（その者の扶養親族の旅行に
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            が、旅行

命令又は旅行依頼（以下「旅行命令

等」という。）の変更（取消しを含

む。以下同じ。）をされ、又は死亡

した場合その他規則で定める場合に

は、当該旅行のため既に支出した金

額           のうちそ

の者の損失となる 金額又は支出を

要する金額の範囲内で市長が定める

金額を旅費として支給することがで

きる。 

ついて旅費の支給を受けることがで

きる場合は、当該扶養親族を含む。

以下本条において同じ。）が、旅行

命令又は旅行依頼（以下「旅行命令

等」という。）の変更（取消しを含

む。以下同じ。）をされ、又は死亡

した場合において       

 、当該旅行のため既に支出した金

額があるときは、当該金額のうちそ

の者の損失となった金額     

     の範囲内で市長が定める

金額を旅費として支給することがで

きる。 

７ （略） ７ （略） 

８ 第１項、第２項及び第４項から第

６項までに規定する場合において、

市が旅行役務提供契約に基づき旅行

役務提供者に支払うべき金額がある

ときは、これらの項に規定する者に

対する旅費の支給に代えて、当該旅

行役務提供者に対し、当該金額を旅

費に相当するものとして支払うこと

ができる。 

                 

                

                

                

                

                

                

                

      

（旅行命令等） （旅行命令等） 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当

該各号に定める区分により、旅行命

令権者             

           の発する旅

行命令等によって行わなければなら

ない。 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当

該各号に定める区分により、任命権

者又はその委任を受けた者（以下「旅

行命令権者」という。）の発する旅

行命令等によって行わなければなら

ない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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４ 旅行命令権者は、旅行命令等を発

し、又はこれを変更する場合は、旅

行命令書又は旅行依頼書（以下「旅

行命令書等」という。）に規則で定

める    事項を記載又は記録

し、当該事項を当該旅行者に通知し

なければならない。ただし、旅行命

令書等に当該事項の記載又は記録を

するいとまがないときその他規則で

定めるときは、この限りでない。  

                

       

４ 旅行命令権者は、旅行命令等を発

し、又はこれを変更する場合は、旅

行命令書又は旅行依頼書（以下「旅

行命令書等」という。）に当該旅行

に関し必要な事項を記載し   

 、これ  を当該旅行者に提示し

なければならない。ただし、これを

提示する            

  いとまがないときその他規則で

定めるときは、口頭により、旅行命

令等を発し、又はこれを変更するこ

とができる。 

５ 旅行命令権者は、前項ただし書の

規定により、旅行命令書等に記載又

は記録をしなかった   場合は、

規則で定めるときを除き、できるだ

け速やかに旅行命令書等に同項に定

める    事項を記載又は記録し

なければならない。       

   

５ 旅行命令権者は、前項ただし書の

規定により、口頭により旅行命令等

を発し、又はこれを変更した場合は、

規則で定めるときを除き、できるだ

け速やかに旅行命令書等に当該旅行

に関し必要な事項を記載し、これを

当該旅行者に提示しなければならな

い。 

                 

          

６ 旅行命令書等の記載事項及び様式

は、規則で定める。 

（旅行命令等に従わない旅行） （旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は

天災その他やむを得ない事情により

旅行命令等（前条第３項の規定によ

り               

     変更した旅行命令等を含

む。以下本条において同じ。）に従

って旅行することができない場合

は、あらかじめ旅行命令権者に旅行

命令等の変更の申請をしなければな

第５条 旅行者は、公務上の必要又は

天災その他やむを得ない事情により

旅行命令等（前条第３項の規定によ

り旅行命令権者が自ら又は本項の申

請に基づき変更した旅行命令等を含

む。以下本条において同じ。）に従

って旅行することができない場合

は、あらかじめ旅行命令権者に旅行

命令等の変更の申請をしなければな
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らない。 らない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

        （旅費の種類） 

                 

                

                

        

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、

航空賃、車賃、日当、宿泊料、食卓

料、移転料、着後手当及び扶養親族

移転料とする。 

                 

                

   

２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路

程に応じ旅客運賃等により支給す

る。 

                  

                  

３ 船賃は、水路旅行について、路程

に応じ旅客運賃等により支給する。

                  

                  

４ 航空賃は、航空旅行について、路

程に応じ旅客運賃により支給する。

                 

                

                

５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下

同じ。）旅行について、路程に応じ

実費額又は定額により支給する。 

                 

                

６ 日当は、旅行中の日数に応じ、１

日当たりの定額により支給する。 

                 

                 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ、

１夜当たりの定額により支給する。

                 

                

         

８ 食卓料は、水路旅行及び航空旅行

中の夜数に応じ、１夜当たりの定額

により支給する。 

                 

                

          

９ 移転料は、赴任に伴う住所又は居

所の移転について、路程等に応じ定

額により支給する。 

                 

                

     

10 着後手当は、赴任に伴う住所又は

居所の移転について、定額により支

給する。 

                 11 扶養親族移転料は、赴任に伴う扶
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                  養親族の移転について、支給する。

（旅費の計算） （旅費の計算） 

第６条 旅費は、旅行に要する実費を

弁償するためのものとして、次項に

規定する種目及び第９条から第18条

までに規定する内容に基づき、最も

経済的な     通常の経路及び

方法により旅行した場合によって計

算する。ただし、公務上の必要又は

天災その他やむを得ない事情により

最も経済的な     通常の経路

又は方法によって旅行し難い場合

は、その現によった経路及び方法に

よって計算する。 

第７条 旅費は、         

                

                

              最も

経済的かつ合理的な通常の経路及び

方法により          計

算する。ただし、公務上の必要又は

天災その他やむを得ない事情により

最も経済的かつ合理的な通常の経路

又は方法によって旅行し難い場合

は、その現によった経路及び方法に

よって計算する。 

２ 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航

空賃、その他の交通費、宿泊費、包

括宿泊費、宿泊手当、転居費、着後

滞在費及び家族移転費とする。 

２ 前項に規定する経路及び方法は、

旅費計算書に記載するものとし、そ

の記載事項及び様式は、規則で定め

る。             

       （旅行日数） 

                 

                

                

    

第８条 旅費計算上の旅行日数は、次

項の規定に該当する場合を除くほ

か、旅行のために現に要した日数に

よる。 

                 

                

                

                

                

          

２ 第３条第２項各号の規定に該当す

る場合は、旅費計算上の旅行日数は、

天災その他やむを得ない事情により

要した日数を除くほか、路程400キロ

メートルについて１日の割合をもっ

て通算した日数による。 

                 

                

        

３ 前項の規定により通算した日数に

１日未満の端数を生じたときは、こ

れを１日とする。 
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                （定額を異にする場合の適用区分）

                 

                

                

                

                

                

         

第９条 １日の旅行において日当又は

宿泊料（扶養親族移転料のうちこれ

らの旅費に相当する部分を含む。以

下本条において同じ。）について定

額を異にする事由が生じた場合は、

額の多い方の定額による日当又は宿

泊料を支給する。 

（年度の経過等による区分計算） （年度の経過等による区分計算） 

第７条 移動中          

        における年度の経

過等のため鉄道賃、船賃、航空賃又

はその他の交通費 （家族移転費 

 のうちこれらの旅費に相当する部

分を含む。）を区分して計算する必

要がある場合は、その必要が生じた

後の最初の目的地に到着するまでの

分及びそれ以後の分に区分して計算

する。 

第10条 鉄道旅行、水路旅行、航空旅

行又は陸路旅行中における年度の経

過等のため鉄道賃、船賃、航空賃又

は車賃      （扶養親族移転

料のうちこれらの旅費に相当する部

分を含む。）を区分して計算する必

要がある場合は、その必要が生じた

後の最初の目的地に到着するまでの

分及びそれ以後の分に区分して計算

する。 

（旅費の請求手続） （旅費の請求手続） 

第８条 旅費（概算払に係る旅費を含

む。）の支給を受けようとする旅行

者及び概算払に係る旅費の支給を受

けた旅行者でその精算をしようとす

るもの並びに旅費に相当する金額の

支払を受けようとする旅行役務提供

者は、所定の請求書（当該請求書に

記載すべき事項を記録した電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用

第11条 旅費（概算払に係る旅費を含

む。）の支給を受けようとする旅行

者及び概算払に係る旅費の支給を受

けた旅行者でその精算をしようとす

るもの             

                

 は、所定の請求書       
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に供されるものをいう。第５項にお

いて同じ。）を含む。以下この条に

おいて同じ。）に必要な資料を添え

て、これを当該旅費又は当該金額の

支払をする者に提出しなければなら

ない。この場合において、必要な資

料  の全部又は一部を提出しなか

った者は、その請求に係る旅費又は

旅費に相当する金額のうち、その資

料を提出しなかったため、その旅費

又は旅費に相当する金額の必要が明

らかにされなかった部分の    

支給又は支払を受けることができな

い。 

                

                

       に必要な書類を添え

て、これを当該旅費      の

支払をする者に提出しなければなら

ない。この場合において、必要な添

付書類の全部又は一部を提出しなか

った者は、その請求に係る旅費額 

         のうち、その書

類を提出しなかったためその旅費 

           の必要が明

らかにされなかった部分の金額の 

支給    を受けることができな

い。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 旅費の支払をする者は、その支出

し、又は支払った概算払に係る旅費

の支給を受けた旅行者が第２項に規

定する期間内に旅費の精算をしなか

った場合又は直ちに過払金を返納し

なかった場合には、当該旅費の支払

をする者がその後においてその者に

対し支出し、又は支払う給与又は旅

費の額から当該概算払に係る旅費額

又は当該過払金に相当する金額を差

し引くことができる。 

                 

                

                

                

                

                

                

                

                

                

           

５ 第１項の請求書又は資料が電磁的

記録で作成されているときは、電磁

的方法（電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって規則で定めるも

のをいう。次項において同じ。）を
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もって提出することができる。                

６ 前項の規定により請求書又は資料

の提出が電磁的方法により行われた

ときは、旅費の支払をする者の使用

に係る電子計算機に備えられたファ

イルへの記録がなされた時に当該請

求書又は資料を提出したものとみな

す。 

                 

                

                

                

                

                

   

７ 第１項に規定する請求書及び必要

な資料  の種類、記載事項又は記

録事項並びに第４項に規定する給与

の種類その他の必要な事項は、規則

で定める。 

４ 第１項に規定する請求書及び必要

な添付書類の種類、記載事項及び様

式               

            は、規則

で定める。 

（鉄道賃） （鉄道賃） 

第９条 鉄道賃  は、鉄道（鉄道事

業法（昭和61年法律第92号）第２条

第１項に規定する鉄道事業の用に供

する鉄道及び軌道法（大正10年法律

第76号）第１条第１項に規定する軌

道その他規則で定めるものをいう。

次項及び第12条において同じ。）を

利用する移動に要する費用とし、そ

の額は、次に掲げる費用（第２号か

ら第６号までに掲げる費用は、第１

号に掲げる運賃に加えて別に支払う

ものであって、公務のため特に必要

とするものに限る。）の額の合計額

とする。 

第12条 鉄道賃の額は、旅客運賃、急

行料金、座席指定料金及び特別車両

料金による。          

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

     

 (1) 運賃        

 (2) 急行料金          

(3) 寝台料金          

(4) 座席指定料金            
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(5) 特別車両料金（市長等に限る。）                  

(6) 前各号に掲げる費用に付随す

る費用 

                 

     

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上

限は、運賃の等級が区分された鉄道

により移動するときは最下級（市長

等が移動する場合には、最上級）の

運賃の額とする。 

２ 前項に規定する急行料金は、次の

各号のいずれかに該当する場合に限

り、支給する。          

                

        

                

              

(1) 特別急行列車による旅行で片

道100キロメートル以上のもの 

                

              

(2) 普通急行列車による旅行で片

道30キロメートル以上のもの 

                 

                

                

                 

       

３ 第１項に規定する座席指定料金

は、座席指定料金を徴する客車によ

る旅行で片道100キロメートル以上

のものに該当する場合に限り、支給

する。 

                 

                

                

                

           

４ 第１項に規定する特別車両料金

は、市長等が特別車両料金を徴する

客車により旅行する場合で、片道30

0キロメートル以上を乗車するとき

に限り支給する。 

                 

                

                

                

                 

５ 公務上の必要又はやむを得ない事

情により市長が特に認めるときは、

第２項各号及び前項に定める距離未

満であっても、急行料金及び特別車

両料金を支給することができる。 

（船賃） （船賃） 

第10条 船賃  は、船舶（海上運送

法（昭和24年法律第187号）第２条第

２項に規定する船舶運航事業の用に

第13条 船賃の額は、次に規定する旅

客運賃（以下本条において「運賃」

という。）による。        
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供する船舶その他規則で定めるもの

をいう。次項及び第12条において同

じ。）を利用する移動に要する費用

とし、その額は、次に掲げる費用（第

２号から第５号までに掲げる費用

は、第１号に掲げる運賃に加えて別

に支払うものであって、公務のため

特に必要とするものに限る。）の額

の合計額とする。  

                

                

                

                

                

                

                

                

         

(1) 運賃            

                

                

            

(1) 運賃の等級が３階級に区分さ

れている船舶による旅行の場合

は、下級（市長等が旅行するとき

にあっては、中級）の運賃 

(2) 寝台料金           

                

                

            

(2) 運賃の等級が２階級に区分さ

れている船舶による旅行の場合

は、下級（市長等が旅行するとき

にあっては、上級）の運賃 

(3) 座席指定料金         

                

      

(3) 運賃の等級を設けない船舶に

よる旅行の場合は、その乗船に要

する運賃 

 (4) 特別船室料金（市長等に限る。）                  

(5) 前各号に掲げる費用に付随す

る費用 

                 

      

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上

限は、運賃の等級が区分された船舶に

より移動するときは最下級（市長等が

移動する場合には、最上級）の運賃の

額とする。 

２ 前項第１号又は第２号の規定に該

当する場合において、同一階級の運

賃が更に２以上に区分されている船

舶による旅行に係る運賃は、別に定

める。   

（航空賃） （航空賃） 

第11条 航空賃  は、航空機（航空

法（昭和27年法律第231号）第２条第

18項に規定する航空運送事業の用に

第14条 航空賃の額は、現に支払う旅

客運賃による。         
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供する航空機その他規則で定めるも

のをいう。次項及び次条において同

じ。）を利用する移動に要する費用

とし、その額は、次に掲げる費用（第

２号及び第３号に掲げる費用は、第

１号に掲げる運賃に加えて別に支払

うものであって、公務のため特に必

要とするものに限る。）の額の合計

額とする。 

                

                

                

                

                

                

                

                

     

(1) 運賃      

(2) 座席指定料金          

 (3) 前２号に掲げる費用に付随す

る費用 

                

     

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上

限は、運賃の等級が区分された航空

機により移動する場合には、最下級

の運賃の額とする。 

                 

                 

                 

           

（その他の交通費） （車賃     ） 

第12条 その他の交通費は、鉄道、船

舶及び航空機以外を利用する移動に

要する費用とし、その額は、次に掲

げる費用（第２号から第４号までに

掲げる費用は、公務のため特に必要

とするものに限る。）の額の合計額

とする。ただし、別に定める基準に

基づく旅行命令権者の承認を受けて

職員が私有車を使用して旅行した場

合は、１キロメートルにつき20円を

支給する。 

第15条 車賃の額   は、実費額に

よる。             

                

                

                

                

    ただし、別に定める基準に

基づく旅行命令権者の承認を受けて

職員が私有車を使用して旅行した場

合は、１キロメートルにつき20円を

支給する。 

(1) 道路運送法（昭和26年法律第

183号）第３条第１号イに掲げる一

般乗合旅客自動車運送事業（路線
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を定めて定期に運行する自動車に

より乗合旅客の運送を行うものに

限る。）の用に供する自動車を利

用する移動に要する運賃 

               

               

               

             

(2) 道路運送法第３条第１号ハに

掲げる一般乗用旅客自動車運送事

業の用に供する自動車その他の旅

客を運送する交通手段（前号に規

定する自動車を除く。）を利用す

る移動に要する運賃 

                 

               

               

               

               

           

(3) 前２号に掲げる運賃以外の費

用であって、道路運送法第80条第

１項の許可を受けて業として有償

で貸し渡す自家用自動車の賃料そ

の他の移動に直接要する費用 

                 

               

               

               

              

(4) 前３号に掲げる費用に付随す

る費用 

                

    

    （日当） 

                 

    

第16条 日当の額は、別表のとおりと

する。 

                 

                

２ 前項の規定にかかわらず、県内へ

旅行した場合の日当は、支給しない。

（宿泊費） （宿泊料） 

第13条 宿泊費  は、旅行中の宿泊

に要する費用とし、その額は、地域

の実情及び旅行者の職務を勘案して

規則で定める額（次条において「宿

泊費基準額」という。）とする。た

だし、当該宿泊に係る特別な事情が

ある場合として規則で定める場合

は、当該宿泊に要する費用の額とす

る。 

第17条 宿泊料の額は、別表のとおり

とする。            
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２ 宿泊料は、水路旅行及び航空旅行

の場合にあっては、公務上の必要又

は天災その他やむを得ない事情によ

り上陸し、又は着陸して宿泊したと

きに限り、支給する。 

                 

                

                

                

            

３ 公務上の必要又は天災その他やむ

を得ない事情により県内で宿泊する

場合は、第１項の規定にかかわらず、

別表に定める宿泊料の額を限度とし

て実費額を支給する。 

（包括宿泊費）         

第14条 包括宿泊費は、移動及び宿泊

に対する一体の対価として支払われ

る費用とし、その額は、当該移動に

係る鉄道賃、船賃、航空賃及びその

他の交通費の額並びに当該宿泊に係

る宿泊費基準額の合計額とする。 

                 

                

                

                

                

                

 （宿泊手当）        

第15条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行

に必要な諸雑費に充てるための費用

とし、その額は、１夜当たり2,400

円とする。 

                 

                 

                 

        

２ 宿泊手当の額は、宿泊費又は包括

宿泊費が支給される場合であって、

次の各号に掲げる場合に該当すると

きは、前項の規定にかかわらず、当

該各号に掲げる額とする。 

                 

                 

                 

                 

              

(1) 朝食又は夕食に係る費用のい

ずれかに相当するものが含まれる

場合 前項で定める額の３分の２

の額 

                 

                

                

    

(2) 朝食及び夕食に係る費用に相                  
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当するものが含まれる場合 前項

で定める額の３分の１の額 

                

              

３ 移動中に宿泊する場合の宿泊手当

の額は、前２項の規定にかかわらず、

１夜当たり2,400円とする。ただし、

鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の

交通費（包括宿泊費及び家族移転費

のうちこれらに相当するものを含

む。）が支給される場合であって、

これらに食費に相当するものが含ま

れるときは、2,400円の３分の１の額

とする。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

      

４ 旅行者が、旅行中自宅（住所又は

居所若しくはこれに相当する場所を

いう。）に宿泊する場合には、前３

項の規定にかかわらず、宿泊手当は

支給しない。 

                 

                 

                 

                 

        

     （食卓料） 

                 

    

第18条 食卓料の額は、別表のとおり

とする。 

                 

                

                

                

２ 食卓料は、船賃若しくは航空賃の

ほかに別に食費を要する場合又は船

賃若しくは航空賃は要しないが食費

を要する場合に限り、支給する。 

（転居費） （移転料） 

第16条 転居費  は、赴任に伴う転

居に要する費用（第18条第１項第１

号又は同項第２号に規定する場合の

家族の転居に要する費用を含む。）

とし、その額は、転居の実態を勘案

して規則で定める方法により算定さ

れる額とする。 

第19条 移転料の額は、次に規定する

                

                

                

                

                

  額とする。 
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(1) 赴任の際扶養親族を移転する

場合は、旧在勤地から新在勤地ま

での路程に応じ、別表に定める額 

                

               

        

(2) 赴任の際扶養親族を移転しな

い場合は、前号に定める額の２分

の１に相当する額 

                

               

               

               

   

(3) 赴任の際扶養親族を移転しな

いが、赴任を命ぜられた日の翌日

から１年以内に扶養親族を移転す

る場合は、前号に定める額に相当

する額 

（着後滞在費） （着後手当 ） 

第17条 着後滞在費 は、赴任に伴う

転居に必要な滞在に係る費用とし、

その額は、５夜分を限度として、現

に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿

泊手当の合計額に相当する額とす

る。 

第20条 着後手当の額は、別表に定め

る日当の額の５日分及び宿泊料の額

の５夜分            

                

       に相当する額とす

る。 

（家族移転費  ） （扶養親族移転料） 

第18条 家族移転費    は、赴任

に伴う家族の移転に要する費用と

し、その額は、次に掲げる額    

               と

する。 

第21条 扶養親族移転料の額は、赴任

を命ぜられた日における扶養親族１

人ごとに、その移転の際における年

齢に応じ、次に定める額の合算額と

する。 

(1) 赴任の際家族（赴任を命ぜられ

た日において同居している者に限

る。以下この号及び次号において

同じ。）を職員の新居住地に移転

する場合には、家族１人ごとに、

職員がその移転をするものとして

算定した交通費、宿泊費、包括宿

泊費、宿泊手当及び着後滞在費の

(1) 12歳以上の者については、その

移転の際における当該職員相当の

鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の

金額並びに日当、宿泊料、食卓料

及び着後手当の３分の２    
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合計額に相当する額    に相当する額 

(2) 前号に規定する場合に該当せ

ず、かつ、赴任を命ぜられた日の

翌日から１年以内に家族を職員の

居住地（赴任後家族を移転するま

での間に更に赴任があった場合に

は、当該赴任後における職員の新

居住地）に移転する場合には、前

号の規定に準じて算定した額 

(2) 12歳未満６歳以上の者につい

ては、前号に定める額の２分の１

に相当する額         

               

               

               

               

              

                

               

               

               

               

               

               

               

               

(3) ６歳未満の者については、その

移転の際における当該職員相当の

日当、宿泊料、食卓料及び着後手

当の３分の１に相当する額。ただ

し、６歳未満の者を３人以上随伴

するときは、２人を超える者１人

につきその移転の際における当該

職員相当の鉄道賃及び船賃の２分

の１に相当する額を加算した額 

２ 旅行命令権者は、公務上の必要又

は天災その他やむを得ない事情があ

る場合には、前項第２号に規定する

期間を延長することができる。 

２ 扶養親族移転料は、赴任を命ぜら

れた日の翌日から１年以内に扶養親

族を移転させる場合に限り、支給す

る。             

         （研修等の旅費） 

                 

                

                

                

            

第22条 職員が研修、講習、訓練その

他これらに類する目的のために長期

間にわたり同一地域に滞在する場合

における日当及び宿泊料について

は、規則で定める。 

       第23条 削除 

（退職者等の旅費） （退職者等の旅費） 

第19条 第３条第２項第１号の規定に

より支給する旅費は、退職等の日の

第24条 第３条第２項第１号の規定に

より支給する旅費は、次に規定する
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翌日から３月以内における当該退職

等に伴う旅行について、出張又は赴

任の例に準じて規則で定めるものと

する。 

旅費              

                

               と

する。 

                

             

(1) 職員が出張中に退職等になっ

た場合は、次に規定する旅費 

               

              

              

              

              

           

ア 退職等となった日にいた地か

ら退職等の命令の通達を受け、又

はその原因となった事実の発生

を知った日（以下「退職等を知っ

た日」という。）にいた地までの

前職相当の旅費 

               

              

              

              

              

             

イ 退職等を知った日の翌日から

15日以内に出発して当該退職等

に伴う旅行をした場合に限り、出

張の例に準じて計算した退職等

を知った日にいた地から旧在勤

地までの前職相当の旅費 

                

               

               

              

(2) 職員が赴任中に退職等となっ

た場合は、赴任の例に準じ、かつ、

新在勤地を旧在勤地とみなして前

号の規定に準じて計算した旅費 

２ 前項の場合において、退職等とな

った職員が家族を移転するときは、

同項に規定する旅費に、転居費のう

ち家族の転居に要する費用及び家族

移転費に相当するものを加えるもの

とする。 

                 

                 

                 

                 

                 

      

３ 任命権者は、天災その他やむを得

ない事情がある場合には、第１項に

規定する期間を延長することができ

る。 

                 

                 

                 

    

59



（遺族の旅費） （遺族の旅費） 

第20条 第３条第２項第２号の規定に

より支給する旅費は、出張又は赴任

の例に準じて規則で定めるものとす

る。 

第25条 第３条第２項第２号の規定に

より支給する旅費は、次に規定する

旅費            とす

る。 

                

               

            

(1) 職員が出張中に死亡した場合

は、死亡地から旧在勤地までの往

復に要する前職相当の旅費 

                

               

               

   

(2) 職員が赴任中に死亡した場合

は、赴任の例に準じて計算した死

亡地から新在勤地までの前職相当

の旅費 

                 

                

                

                 

２ 遺族が前項に規定する旅費の支給

を受ける順位は、第２条第１項第５

号に定める順序により、同順位者が

ある場合は、年長者を先にする。 

（外国旅行の旅費） （外国旅行の旅費） 

第21条 （略） 第26条 （略） 

（旅費の支給額の上限）             

第22条 鉄道賃、船賃、航空賃及びそ

の他の交通費（家族移転費のうちこ

れらに相当する部分を含む。）に係

る旅費の支給額は、第９条第１項各

号、第10条第１項各号、第11条第１

項各号及び第12条各号に掲げる各費

用について、当該各条及び第６条の

規定により計算した額と現に支払っ

た額を比較し、当該各費用ごとのい

ずれか少ない額を合計した額とす

る。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

    

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着                  
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後滞在費（宿泊手当に相当する部分

を除く。）及び家族移転費（宿泊手

当に相当する部分を除く。）に係る

旅費の支給額は、当該各種目につい

て第13条、第14条、第16条、第17条

及び第18条第１項並びに第６条の規

定により計算した額と現に支払った

額を比較し、当該各種目ごとのいず

れか少ない額を合計した額とする。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

（旅費の調整） （旅費の調整） 

第23条 旅行命令権者は、旅行者が市

以外の者から旅費の支給を受ける 

        場合その他旅行 

 における特別の事情により、又は

旅行  の性質上この条例の規定に

よる旅費を支給した場合には、不当

に旅行の実費を超えた旅費又は通常

必要としない旅費を支給することと

なる場合においては、その実費を超

えることとなる部分の旅費又はその

必要としない部分の旅費を支給しな

いことができる。 

第27条 旅行命令権者は、旅行者が公

用の自動車等若しくは宿泊施設等を

利用して旅行した場合その他当該旅

行における特別の事情により、又は

当該旅行の性質上この条例の規定に

よる旅費を支給した場合には、不当

に旅行の実費を超えた旅費又は通常

必要としない旅費を支給することと

なる場合においては、その実費を超

えることとなる部分の旅費又はその

必要としない部分の旅費を支給しな

いことができる。 

２ （略） ２ （略） 

（旅費の返納）         

第24条 旅費の支払をする者は、旅行

者又は旅行役務提供者がこの条例又

はこれに基づく規則の規定に違反し

て旅費の支給又は旅費に相当する金

額の支払を受けた場合には、当該旅

費又は当該金額を返納させなければ

ならない。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

        

２ 旅行者がこの条例又はこれに基づ                  
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く規則の規定に違反して旅費の支給

を受けた場合には、旅費の支払をす

る者は、前項に規定する返納に代え

て、当該旅費の支払をする者がその

後においてその者に対し支出し、又

は支払う給与又は旅費の額から、当

該旅費に相当する金額を差し引くこ

とができる。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

       

３ 前項に規定する給与の種類は、規

則で定める。 

                 

       

（委任） （委任） 

第25条 （略） 第28条 （略） 

別表を削る。 

 （長岡市議会の議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部改正） 

第２条 長岡市議会の議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例（昭和31年長岡

市条例第11号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は

当該改正前部分に記された字句を削るものとする。 

改正後 改正前 

（費用弁償） （費用弁償） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 前項の規定により支給する旅費の

額は、長岡市職員等の旅費に関する

条例（平成11年長岡市条例第４号）

に定める市長等         

   の旅費相当額とする。   

２ 前項の規定により支給する旅費の

額は、長岡市職員等の旅費に関する

条例（平成11年長岡市条例第４号）

に定める副市長（日当については、

市長）の旅費相当額とする。ただし、
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                 議長については、市長相当額とする。

３～５ （略） ３～５ （略） 

（長岡市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

第３条 長岡市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和31年長岡市条例第12号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条、第３条、第４条、第６条関係） 

区分 報酬の額 旅費の額 
教育委員会  長岡市職員等の旅費に

関する条例（平成11年長

岡市条例第４号）に定め

る市長等の旅費相当額 

委員 月額 97,500円 

監査委員   〃 
識見 月額 99,000円 

議会選出 〃  59,000円 

選挙管理委員会   〃 
委員長 月額 48,000円 

委員 〃  36,000円 

公平委員会   〃 
委員長 日額 12,800円 

委員 〃  11,900円 

固定資産評価審査委員

会委員 
日額 10,500円 〃 

農業委員会  〃 
会長 月額56,000円に、月額25,000円以

内で市長が別に定める額を加算

した額 

会長職務代理者 月額35,000円に、月額25,000円以

内で市長が別に定める額を加算
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した額 

委員 月額26,000円に、月額25,000円以

内で市長が別に定める額を加算

した額 

農地利用最適化推

進委員 
月額23,000円に、月額25,000円以

内で市長が別に定める額を加算

した額 

投票所の投票管理者 
期日前投票所の投票管

理者 
開票管理者 

国会議員の選挙等の執行経費の

基準に関する法律（昭和25年法律

第179号）第14条第１項に定める

額 

〃 

選挙長 〃 
投票所の投票立会人 
期日前投票所の投票立

会人 

〃 
 

開票立会人 〃 
選挙立会人 〃 
附属機関の構成員 他の条例に特別の定めがあるも

のを除くほか、日額9,100円の範

囲内において任命権者が定める

額 

〃 

臨時又は非常勤の顧

問、調査員、嘱託員及

びこれらの者に準ず

る者 

他の条例に特別の定めがあるも

のを除くほか、日額の場合は

9,100円、月額の場合は268,000

円、年額の場合は212,000円を超

えない範囲内において任命権者

が定める額 

長岡市職員等の旅費に

関する条例における区

分のうち任命権者が定

める区分の旅費相当額 

前各項に掲げる者以

外の特別職の職員 
他の条例に特別の定めがあるも

のを除くほか、予算の範囲内で任

命権者が定める額 

〃 

（長岡市証人等の実費弁償に関する条例の一部改正） 
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第４条 長岡市証人等の実費弁償に関する条例（昭和41年長岡市条例第４号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改めるものとする。 

改正後 改正前 

（実費弁償の額） （実費弁償の額） 

第３条 市外に住所又は居所を有する

者が出頭し、又は参加したときは、

前条の額のほか、これに要した鉄道

賃、船賃、航空賃、その他の交通費

及び宿泊費を支給する。 

２ （略） 

第３条 市外に住所又は居所を有する

者が出頭し、又は参加したときは、

前条の額のほか、これに要した鉄道

賃、船賃、航空賃、車賃及び宿泊料

     を支給する。 

２ （略） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の長岡市職員等の旅費に関する条例（以下「新条例」という。）の規

定は、施行日以後に新条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が新条例第４

条第１項に規定する旅行命令等を発する旅行について適用し、施行日前に改正

前の長岡市職員等の旅費に関する条例（以下「旧条例」という。）第４条第１

項に規定する旅行命令権者が同項に規定する旅行命令等を発した旅行につい

ては、なお従前の例による。ただし、施行日前に旧条例第４条第１項に規定す

る旅行命令権者が同項に規定する旅行命令等を発し、かつ、施行日以後に新条

例第２条第２号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第３項の規定により

当該旅行命令等を変更する旅行については、新条例の規定は、当該旅行のうち

当該変更の日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち当該変

更の日前の期間に対応する分については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による長岡市議会の議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例
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の改正に伴う経過措置、第３条の規定による長岡市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例の改正に伴う旅費に係る経過措置及び第

４条の規定による長岡市証人等の実費弁償に関する条例の改正に伴う経過措

置については、前項の規定の例による。 

４ 新条例第24条の規定は、新条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費

の支給を受けた場合について適用する。 

（規則への委任） 

５ 前３項に規定するもののほか、この条例の施行に関し、必要な事項は、規則

で定める。 
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議案第103号 

 

長岡市立幼稚園条例の廃止について 

 

長岡市立幼稚園条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 令和８年３月末で長岡市立与板幼稚園を閉園することに伴い、条例を廃止する

もの 
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長岡市立幼稚園条例を廃止する条例 

長岡市立幼稚園条例（平成17年長岡市条例第234号）は、廃止する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（長岡市学校給食共同調理場条例の一部改正） 

２ 長岡市学校給食共同調理場条例（平成17年長岡市条例第68号）の一部を次の

ように改正する。 

  次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分に字句が記され、改正後部

分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。 

改正後 改正前 

（管轄） 

第４条 共同調理場が管轄する学校

は、次のとおりとする。 

（管轄） 

第４条 共同調理場が管轄する学校

は、次のとおりとする。 

共同調理場の区分 管轄する学校 

（略）  

長岡市与板学校給

食共同調理場 

         

長岡市立与板小学校

長岡市立与板中学校

（略）  
 

共同調理場の区分 管轄する学校 

（略）  

長岡市与板学校給

食共同調理場 

長岡市立与板幼稚園

長岡市立与板小学校

長岡市立与板中学校

（略）  
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議案第104号 

 

長岡市保育園条例の一部改正について 

 

長岡市保育園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 令和８年３月末で長岡市立十日町保育園を閉園することに伴い、所要の改正を

行うもの 
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長岡市保育園条例の一部を改正する条例 

長岡市保育園条例（平成13年長岡市条例第27号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下

「改正後部分」という。）について、改正前部分に字句が記され、改正後部分に

字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削り、次の表の改

正前の欄中の表の実線で記された罫線に対応する次の表の改正後の欄中の表の罫

線が破線で記されている場合は当該罫線を削るものとする。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 位置 

（略）  

        

    

           

  

（略）  
 

名称 位置 

（略）  

長岡市立十日町

保育園 

長岡市十日町1778番

地 

（略）  

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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議案第105号 

 

長岡市印鑑条例の一部改正について 

 

長岡市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 印鑑登録システムを国の示す「標準仕様書」に準じた「標準準拠システム」に

移行することに伴い、所要の改正を行うもの 
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長岡市印鑑条例の一部を改正する条例 

 長岡市印鑑条例（昭和50年長岡市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下

「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。 

改正後 改正前 

（登録） （登録） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、登録申

請者が次に掲げる要件を備え、自ら

印鑑を持参して申請することによ

り、当該登録申請者が本人であるこ

と、及び当該登録申請が本人の意思

に基づくものであることが認められ

たときは、登録することができる。

２ 前項の規定にかかわらず、登録申

請者が次に掲げる要件を備え、自ら

印鑑を持参して申請することによ

り、当該登録申請者が本人であるこ

と、及び当該登録申請が本人の意思

に基づくものであることが認められ

たときは、登録することができる。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 市長が別に定める方法により

本人と確認できるものを提示した

とき。 

                

               

    

３ （略） ３ （略） 

（登録事項） （登録事項） 

第６条 市長は、前２条の規定により、

登録することとした印鑑の印影のほ

か当該登録申請者に係る次に掲げる

事項を印鑑登録原票として登録する

第６条 市長は、前２条の規定により、

登録することとした印鑑の印影のほ

か当該登録申請者に係る次に掲げる

事項を印鑑登録原票に登録するもの
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ものとする。 とする  。 

 (1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

                 

                

             

２ 市長は、前項の印鑑の印影及び同

項各号に掲げる事項を磁気ディスク

に記録することができる。 

（印鑑登録証明書） （印鑑登録証明書） 

第10条 印鑑登録証明書は、    

          次の事項につ

いて市長が証明するものとする。 

第10条 印鑑登録証明書は、印鑑登録

原票に登録されている次の事項につ

いて市長が証明するものとする。 

(1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

                 

                

                

                

             

２ 前項第１号の印影の証明は、印鑑

登録原票に登録されている印影の写

し又は第６条第２項の磁気ディスク

に記録されている印影を出力したも

のにより行うものとする。 

   附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議案第106号 

 

長岡市営住宅条例の一部改正について 

 

長岡市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 西蔵王団地木造平家建住宅の廃止に伴い、所要の改正を行うもの 
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長岡市営住宅条例の一部を改正する条例 

長岡市営住宅条例（平成９年長岡市条例第34号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下

「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前

部分に記された字句を削るものとする。 

改正後 改正前 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

公営住宅 公営住宅 

名称 戸

数 

位置 

  戸  

        

     

上除団地中層耐火

３階建住宅 

（略） 

 

60

（

略）

       

       

長岡市上除町甲

3581番地 

（略） 

 

名称 戸

数

位置 

  戸  

西蔵王団地木造平

家建住宅 

上除団地中層耐火

３階建住宅 

（略） 

１

60

（

略）

長岡市西蔵王１

丁目３番32号 

〃  上除町甲

3581番地 

（略） 

   附 則 

 この条例は、令和７年10月１日から施行する。 
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議案第107号 

 

長岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正について 

 

長岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 育児部分休業の取得形態の多様化に伴い、給与の減額規定について、所要の改

正を行うもの 
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長岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

長岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32年長岡市条例第38

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）及

び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下「改

正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記されている

場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改正前部

分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後部分に

記された字句を当該記載の箇所に加えるものとする。 

改正後 改正前 

（給与の減額） （給与の減額） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 職員が部分休業（当該職員がその

小学校就学の始期に達するまでの子

を養育するため１日の勤務時間の全

部又は一部（２時間を超えない範囲

内又は１年につき管理者が指定する

時間を超えない範囲内の時間に限

る。）を勤務しないことをいう。）、

介護休暇（当該職員が要介護者（配偶

者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下

この項において同じ。）、父母、子、

配偶者の父母その他管理者が指定す

る者で負傷、疾病又は老齢により管

理者が指定する期間にわたり日常生

活を営むのに支障があるものをい

う。以下同じ。）の介護をするため、

管理者が指定するところにより、職

員の申出に基づき、要介護者の各々

２ 職員が部分休業（当該職員がその

小学校就学の始期に達するまでの子

を養育するため１日の勤務時間の一

部    （２時間を超えない範囲

内               

           の時間に限

る。）を勤務しないことをいう。）、

介護休暇（当該職員が要介護者（配偶

者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下

この項において同じ。）、父母、子、

配偶者の父母その他管理者が指定す

る者で負傷、疾病又は老齢により管

理者が指定する期間にわたり日常生

活を営むのに支障があるものをい

う。以下同じ。）の介護をするため、

管理者が指定するところにより、職

員の申出に基づき、要介護者の各々

77



が当該介護を必要とする一の継続す

る状態ごとに、３回を超えず、かつ、

通算して６月を超えない範囲内で指

定する期間（以下「指定期間」とい

う。）内において勤務しないことが相

当であると認められる場合における

休暇をいう。）、介護時間（当該職員

が要介護者の介護をするため、介護

者の各々が当該介護を必要とする一

の継続する状態ごとに、連続する３

年の期間（当該要介護者に係る指定

期間と重複する期間を除く。）内にお

いて１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇をいう。）又は

高齢者部分休業（長岡市職員の高齢

者部分休業に関する条例（令和４年

長岡市条例第34号）第２条第２項に

規定する年齢に達した日以降の日で

当該職員がその申請において示した

日から当該職員に係る定年退職日

（長岡市職員の定年等に関する条例

（昭和59年長岡市条例第８号）第２

条に規定する定年退職日をいう。）ま

での期間中、１週間の勤務時間の一

部について勤務しないことをいう。）

の承認を受けて勤務しないときは、

前項の規定にかかわらず、その期間

の勤務しない１時間につき勤務１時

間当たりの給与額を減額した給与を

支給する。 

が当該介護を必要とする一の継続す

る状態ごとに、３回を超えず、かつ、

通算して６月を超えない範囲内で指

定する期間（以下「指定期間」とい

う。）内において勤務しないことが相

当であると認められる場合における

休暇をいう。）、介護時間（当該職員

が要介護者の介護をするため、介護

者の各々が当該介護を必要とする一

の継続する状態ごとに、連続する３

年の期間（当該要介護者に係る指定

期間と重複する期間を除く。）内にお

いて１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇をいう。）又は

高齢者部分休業（長岡市職員の高齢

者部分休業に関する条例（令和４年

長岡市条例第34号）第２条第２項に

規定する年齢に達した日以降の日で

当該職員がその申請において示した

日から当該職員に係る定年退職日

（長岡市職員の定年等に関する条例

（昭和59年長岡市条例第８号）第２

条に規定する定年退職日をいう。）ま

での期間中、１週間の勤務時間の一

部について勤務しないことをいう。）

の承認を受けて勤務しないときは、

前項の規定にかかわらず、その期間

の勤務しない１時間につき勤務１時

間当たりの給与額を減額した給与を

支給する。 

   附 則 
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この条例は、令和７年10月１日から施行する。 
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議案第108号 

 

長岡市水道条例の一部改正について 

 

長岡市水道条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 国の通知を踏まえ、災害その他非常時の場合に、他の水道事業管理者が指定し

た者等による給水装置工事を可能とするため、所要の改正を行うもの 
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長岡市水道条例の一部を改正する条例 

長岡市水道条例（平成10年長岡市条例第19号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）及

び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下「改

正後部分」という。）について、改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句

が記されている場合は当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に加える

ものとする。 

改正後 改正前 

（工事の施行） （工事の施行） 

第10条 給水装置工事の施行は、管理

者又は管理者が水道法（昭和32年法

律第177号。以下「法」という。）第

16条の２第１項の規定により指定を

した者（以下「指定給水装置工事事業

者」という。）がこれをしなければな

らない。ただし、水道法施行規則（昭

和32年厚生省令第45号）第13条に定

める給水装置の軽微な変更である場

合及び災害その他非常の場合におい

て、他の水道事業管理者又は他の水

道事業管理者が同項の指定をした者

が給水装置工事を施行する必要があ

ると管理者が認めるときは、この限

りでない。 

第10条 給水装置工事の施行は、管理

者又は管理者が水道法（昭和32年法

律第177号。以下「法」という。）第

16条の２第１項の規定により指定を

した者（以下「指定給水装置工事事業

者」という。）がこれをしなければな

らない。ただし、水道法施行規則（昭

和32年厚生省令第45号）第13条に定

める給水装置の軽微な変更である場

合               

                

                

                

           は、この限

りでない。 

   附 則 

この条例は、令和７年10月１日から施行する。 
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議案第109号 

 

   市道路線の認定、変更及び廃止について 

 

 市道路線を次のとおり認定、変更及び廃止する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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認    定    調    書 
 

路 線 名 

起      点 
重要な

経過地

幅員(m) 

摘  要

終      点 延長(m) 

寺泊635号線 

寺泊大町9353番223地先 

 

8.7～24.0
図１ 

ア～イ 

寺泊磯町7411番６地先 1,400.0 
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変    更    調    書 
 

旧 

新 

別 

路 線 名 

起      点 
重要な

経過地

幅員(m) 

摘  要 

終      点 延長(m) 

旧 宮内655号線 

今井三丁目144番地先 
 

3.0～16.2
図２ 

ア～イ 

 
 水梨町字屋敷附135番地先 1,259.3 

新 宮内655号線 

今井三丁目105番地先 
 

6.0～8.9
図２ 

ウ～イ 

 
(307.0ｍ廃止) 水梨町字屋敷附135番地先 952.3 
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廃    止    調    書 
 

路 線 名 

起      点 
重要な

経過地

幅員(m) 

摘  要 

終      点 延長(m) 

寺泊67号線 

寺泊大町9353番108地先 

 

1.8～1.9 
図３ 

ア～イ 

寺泊大町7729番１地先 78.2 

 

85



議案第110号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を変更する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

栃尾支所庁舎

解体工事 

栃尾支所庁舎解体 

鉄筋コンクリート造り地上

４階建て（5,659.65㎡） 

その他付属建物等 

変更前 

431,750,000円

変更後 

438,825,200円

長岡市南町２丁目 
     ４番４号

大石組・川上建業

・小川興業栃尾支

所庁舎解体特定共

同企業体 
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議案第111号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を変更する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

道路新設工事 

（市道西幹線

84号線） 

 

道路新設 

 函渠工（39ｍ） 

 

変更前 

331,216,446円

変更後 

384,268,500円

長岡市千秋２丁目 
2788番地１

越後交通工業・白

井組・樹土木６活

建第１号道路新設

特定共同企業体 
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議案第112号 

 

公立大学法人長岡造形大学第３期中期目標の制定について 

 

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第25条第３項の規定により、公

立大学法人長岡造形大学第３期中期目標を次のように定める。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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公立大学法人長岡造形大学第３期中期目標 

 

前文 

長岡造形大学はこれまで、建学の理念を基底に時代が求めるデザイン教育によ

り、地域の高等教育機関としての価値を高めてきた。 

しかし、急速な人口減少や少子化、若者の都市部への流出に加え、2050年には、

大学進学者数は現在の７割となることが予測されるなか、地方大学は非常に厳し

い局面に立たされている。また、社会経済のグローバル化や多様化、ＡＩをはじ

めとする専門人材への需要の高まりなど、社会・産業の大転換が起きており、特

に地方大学においては、存続のための意欲的な教育・経営改革が喫緊の課題であ

る。 

長岡市は、市内４大学１高専と産業界とで進める「ＮａＤｅＣ構想」を長岡造

形大学が牽引し、その知見や人材を活かして本市のイノベーション政策の中核を

担うことを期待する。  

そして、これまで以上に選ばれる大学となり、将来にわたり安定的な大学経営

に努め、本市の地方創生や産業振興などにおける新たな価値創造の拠点となる大

学として成長していくために、次のとおり中期目標を定める。 

 

中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

（中期目標の期間） 

 令和８年４月１日から令和14年３月31日までとする。 

（教育研究上の基本組織） 

 この中期目標を達成するため、次のとおり教育研究上の基本組織を置く。 

学部 造形学部 

大学院研究科 造形研究科 

研究機関 地域協創センター 

第１ 教育研究、社会連携に関する目標 

 １ 教育及び研究に関する目標 

   「造形・表現」、「問題発見・解決プロセス」としてのデザイン力を基盤に

地域社会の持続的発展に資する新しい価値を創造し、広く世界で活躍するこ

とができる人材を養成する。 

   特に、生成ＡＩの進化をはじめ著しく変化し多様化する社会状況を踏まえ、

様々な問題の解決を目指す教育の取組を展開し、併せて、デザインの質向上
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と可能性の拡大を幅広く探求するとともに、時代や社会の要請に応える実用

的かつ実践的な研究に取り組む。 

   変化する社会ニーズに応じた教育研究活動の実現に向け、次世代テクノロ

ジー等を活用したカリキュラムの編成や、魅力的な教員の配置など教育体制

のあり方についてさらなる検討を進める。 

 ２ 社会連携に関する目標 

   産学官金をはじめとする地域社会を牽引し、国内外の様々な課題の解決や

新たな価値の創造を目指す、デザインの役割を生かした研究や地域・産業界

を活性化する取組などの教育研究活動を推進する。 

併せて、学生へのキャリア形成支援において卒業後の長岡への定住を促す

ことで、地域社会の発展及び産業振興の中核的役割を果たす。 

   市民には、生涯にわたる学習機会を提供し、地域の文化活動の振興に貢献

する。 

 ３ 学生への支援に関する目標 

   多様性、包摂性を尊重し、学生が安心して能力を発揮できるよう、様々な

ニーズや個人の実情を把握して適切に対応するとともに、意欲に応じて活動

の幅を広げられるような環境の整備や支援の充実を図る。また、大学の様々

な取組を積極的に情報発信することで、在学生及び受験生、保護者等の大学

への理解が深まるよう努める。 

   さらに、将来の社会や産業を支える一員であることの自覚を持ち、変化す

る時代に適応していくための能力を身に着けるとともに、社会人、職業人と

しての素養やアントレプレナーシップを獲得して円滑に職業生活に移行でき

るよう、組織的な支援を行う。 

 ４ 高大接続に関する目標 

   高等学校等と連携し、受験生に対して長岡造形大学の魅力を発信するとと

もに、入学後の様々な修学支援に関する情報や専門的な学術研究に触れる機

会等を提供する。 

特に、長岡市をはじめ、長岡地域定住自立圏在住及び同圏内高校出身の入

学者増に向けた取組を推進する。 

第２ 業務運営に関する目標 

 １ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

 長岡市が現在策定を進めている新たな行財政運営プラン（令和８年度～12

年度）において、「時代の変化に適応した持続可能な行政運営」及び「市政運
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営の基盤となる健全財政の確保」に取り組むなか、長岡造形大学も公立大学

法人制度の特性を生かした自律的、弾力的、効率的な大学運営を行う。 

   さらに、事務職員の能力向上を図るとともに、事務の効率化及び合理化に

取り組む。 

 ２ 財務内容の改善に関する目標 

   将来を見据えた経営的視点を持ち、市内、県内のみならず全国、世界の多

様な人材から選ばれる大学となり、学生納付金の見直しや外部資金による研

究費獲得をはじめとした自主財源の多様化の推進や安定的な確保により、内

部留保資金等に依存せず、単年度収支の均衡を保ち、持続可能で自立した大

学経営に向けこれまで以上に努力する。 

 ３ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標 

   教育研究及び業務運営の改善に資するため、自己点検・評価を定期的に実

施するとともに、第三者機関による外部評価を受け、結果を公表する。 

   また、市民やステークホルダー等から広く大学への理解と支持を得るため、

教育研究活動及び社会連携活動の成果等について、わかりやすい情報公開に

努める。 

 ４ その他業務運営に関する目標 

   公立大学法人の社会的責任として、法令遵守の徹底や環境配慮の実践等に

取り組む。 

また、教育研究環境及び業務環境における安全衛生の向上に努めるととも

に、様々なリスクを想定して体制確保に努め、危機管理に取り組む。 
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議案第113号 

 

決算の認定について 

 

 令和６年度長岡市一般会計決算及び特別会計決算を市議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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議案第114号 

 

剰余金の処分及び決算の認定について 

 

 令和６年度長岡市下水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書のとお

り処分し、令和６年度下水道事業会計決算を市議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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議案第115号 

 

剰余金の処分及び決算の認定について 

 

 令和６年度長岡市水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書のとおり

処分し、令和６年度水道事業会計決算を市議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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議案第116号 

 

剰余金の処分及び決算の認定について 

 

 令和６年度長岡市簡易水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書のと

おり処分し、令和６年度簡易水道事業会計決算を市議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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議案第117号 

 

決算の認定について 

 

 令和６年度長岡市十日町財産区一般会計決算を市議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

96



報告第19号 

 

長岡地域土地開発公社の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、長岡

地域土地開発公社の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第20号 

 

公立大学法人長岡造形大学の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、公立

大学法人長岡造形大学の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第21号 

 

公益財団法人長岡市米百俵財団の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、公益

財団法人長岡市米百俵財団の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第22号 

 

一般財団法人長岡産業交流会館の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、一般

財団法人長岡産業交流会館の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第23号 

 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンターの経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、公益

財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンターの経営状況説明書を別紙のとおり提

出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第24号 

 

公益財団法人長岡市国際交流協会の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、公益

財団法人長岡市国際交流協会の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第25号 

 

公益財団法人長岡市芸術文化振興財団の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、公益

財団法人長岡市芸術文化振興財団の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

103



報告第26号 

 

公益財団法人長岡市スポーツ協会の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、公益

財団法人長岡市スポーツ協会の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第27号 

 

株式会社山古志観光開発公社の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、株式

会社山古志観光開発公社の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第28号 

 

一般財団法人長岡花火財団の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定に基づき、一般

財団法人長岡花火財団の経営状況説明書を別紙のとおり提出する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

   長 岡 市 長   磯  田  達  伸 
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報告第29号 

 

継続費精算報告について 

 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第145条第２項の規定に基づき、令

和６年度長岡市一般会計継続費精算報告書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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国・県支出金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円
   329,    247,     82,
   600,000    200,000    400,000

   185,    139,     46,
   400,000    000,000    400,000

   515,    386,    128,
   000,000    200,000    800,000

   158,    158,
   100,000    100,000

   771,    771,
   900,000    900,000

   930,    930,
   000,000    000,000

    25,     23,    　2,
   800,000    200,000    600,000

     6,      5,
   000,000    400,000    600,000

    36,     33,      3,
   766,000    000,000    766,000

    68,     61,      6,
   566,000    600,000    966,000

令 和 ６ 年 度 長 岡 市 一 般 

款 項 事　　業　　名 年　度

全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

年 割 額

左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

2 総 務 費 1
総 務
管 理 費

栃 尾 支 所 庁 舎
移 転 事 業

令和５年度

令和６年度

計

10 教 育 費 6
社 会
教 育 費

中 央 図 書 館 施 設
設 備 改 修 事 業

令和４年度

令和５年度

令和６年度

計

3 民 生 費 2
児 童
福 祉 費

東 川 口 保 育 園
移 転 改 築 事 業

令和５年度

令和６年度

計
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年割額と

支出済額

国・県支出金 地 方 債 そ の 他 の　　差 国・県支出金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
    99,     74,     24,    230,    172,     57,
   300,000    400,000    900,000    300,000    800,000    500,000

   364,    273,     43,     48,  △179,  △134,   △43,    △1,
   515,000    200,000    196,000    119,000    115,000    200,000    196,000    719,000

   463,    347,     43,     73,     51,  　 38,   △43,  　 55,
   815,000    600,000    196,000    019,000    185,000    600,000    196,000    781,000

   141,    141,     16,     16,
   641,588    600,000     41,588    458,412    500,000   △41,588

   674,    674,     97,     97,
   612,312    600,000     12,312    287,688    300,000   △12,312

   816,    816,    113,  　113,
   253,900    200,000     53,900    746,100    800,000   △53,900

    25,     23,      2,
   611,300    000,000    611,300    188,700    200,000   △11,300

     6,      5,
   000,000    400,000    600,000

    36,     32,      3,
   263,100    600,000    663,100    502,900    400,000    102,900

    67,     61,      6,
   874,400    000,000    874,400    691,600    600,000     91,600

 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書

実　　　　　　　　　　　　績 比　　　　　　　　　　　　較

支出済額

左　の　財　源　内　訳 左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

特　　定　　財　　源
一般財源
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報告第30号 

 

継続費精算報告について 

 

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第２項の規定に基

づき、令和６年度長岡市下水道事業会計継続費精算報告書を別紙のとおり報告す

る。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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円 円 円 円 円
   132,     72,     59,
   500,000    750,000    750,000

   237,    130,    107,
   760,000    510,000    250,000

   121,     66,     55,
   740,000    740,000    000,000

   492,    270,    222,
   000,000    000,000    000,000

    20,     10,     10,
   500,000    250,000    250,000

   104,     52,     52,
   500,000    250,000    250,000

   125,     62,     62,
   000,000    500,000    500,000

    15,      7,      7,
   500,000    750,000    750,000

    58,     29,     29,
   500,000    250,000    250,000

    74,     37,     37,
   000,000    000,000    000,000

    21,     10,     10,
   000,000    500,000    500,000

   106,     53,     53,
   000,000    000,000    000,000

   127,     63,     63,
   000,000    500,000    500,000

1
資 本 的
支 出

1
建 設
改 良 費

渋海第一ポン プ場
設 備 更 新 事 業

令和５年度

令和６年度

計

1
資 本 的
支 出

1
建 設
改 良 費

下 々 条 ポ ン プ 場
設 備 更 新 事 業

令和５年度

令和６年度

計

1
資 本 的
支 出

1
建 設
改 良 費

高見中継ポン プ場
設 備 更 新 事 業

令和５年度

令和６年度

計

建 設
改 良 費

事　　業　　名 年　度

令和５年度

令和６年度

左　の　財　源　内　訳

損益勘定
留保資金

全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

年 割 額

令 和 ６ 年 度 長 岡 市 下 水 道 事 業 

小国浄化セン ター
反 応 タ ン ク
設 備 更 新 事 業

計

令和４年度

1
資 本 的
支 出

1

款 項
国 ・ 県
支 出 金

企 業 債 そ の 他
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円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
   132,     72,     59,
   500,000    750,000    700,000     50,000     50,000   △50,000

   235,    129,    106,      1,      1,
   795,000    429,000    300,000     66,000    965,000    081,000    950,000   △66,000

    91,     91,     29,     66,   △36,
   839,400    800,000     39,400    900,600    740,000    800,000   △39,400

   460,    202,    257,   　31,   　67,   △35,
   134,400    179,000    800,000    155,400    865,600    821,000    800,000  △155,400

    20,     10,     10,
   500,000    250,000    200,000     50,000     50,000   △50,000

    18,      9,      9,   　85,   　42,   　42,
   847,000    423,000    400,000     24,000    653,000    827,000    850,000   △24,000

    39,     19,     19,   　85,   　42,   　42,
   347,000    673,000    600,000     74,000    653,000    827,000    900,000   △74,000

    10,      5,      5,      5,      2,      2,
   500,000    250,000    200,000     50,000    000,000    500,000    550,000   △50,000

    28,     14,     14,   　29,     14,     14,
   913,000    456,000    400,000     57,000    587,000    794,000    850,000   △57,000

    39,     19,     19,   　34,     17,     17,
   413,000    706,000    600,000    107,000    587,000    294,000    400,000  △107,000

    21,     10,     10,
   000,000    500,000    500,000

    57,     28,     28,     48,     24,   　24,
   446,500    722,000    700,000     24,500    553,500    278,000    300,000   △24,500

    78,     39,     39,     48,     24,     24,
   446,500    222,000    200,000     24,500    553,500    278,000    300,000   △24,500

年割額と
支払義務
発 生 額
の    差

比　　　　　　　　　　　　較

損益勘定
留保資金

左　の　財　源　内　訳 左　の　財　源　内　訳

損益勘定
留保資金

支払義務
発 生 額

実　　　　　　　　　　　　績

 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書

国 ・ 県
支 出 金

企 業 債 そ の 他
国 ・ 県
支 出 金

企 業 債 そ の 他
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報告第31号 

 

継続費精算報告について 

 

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第２項の規定に基

づき、令和６年度長岡市水道事業会計継続費精算報告書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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円 円 円 円 円
   160,     94,     66,
   000,000    000,000    000,000

    60,     36,     24,
   000,000    000,000    000,000

   220,    130,     90,
   000,000    000,000    000,000

     7,      7,
   000,000    000,000

    41,     41,
   000,000    000,000

    48,     48,
   000,000    000,000

   179,     85,     94,
   000,000    000,000    000,000

   121,     58,     63,
   000,000    000,000    000,000

   300,    143,    157,
   000,000    000,000    000,000

    30,     30,
   000,000    000,000

    30,     30,
   000,000    000,000

    60,     60,
   000,000    000,000

1
資 本 的
支 出

1
建 設
改 良 費

不 動 沢 浄 水 場
電気設備更新 事業

令和５年度

令和６年度

計

1
資 本 的
支 出

1
建 設
改 良 費

妙 見 浄 水 場
２ 号 濃 縮 槽
機械設備更新 事業

令和５年度

令和６年度

計

1
資 本 的
支 出

1
建 設
改 良 費

東 が 丘 配 水 池
流 入 弁 更 新 事 業

令和４年度

令和５年度

計

令和６年度

資 本 的
支 出

左　の　財　源　内　訳

損益勘定
留保資金

全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

年 割 額
款 項 年　度

工事負担金

令和６年度

令和５年度

令 和 ６ 年 度 長 岡 市 水 道 事 業 

妙 見 浄 水 場
１ 系 沈 で ん 池
緩速撹拌機更新事業

計

令和４年度

1 1
建 設
改 良 費

事　　業　　名
国 ・ 県
支 出 金

企 業 債

114



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
   159,     94,     65,

   198,000    198,000    802,000    000,000    802,000

    74,     74,   △14,     36,   △50,
   600,000    600,000    600,000    000,000    600,000

   112,    112,  △112,  △112,
   703,600    703,600    703,600    703,600

   187,    187,     32,    130,   △97,
   501,600    501,600    498,400    000,000    501,600

     5,      5,      1,      1,
   335,000    335,000    665,000    665,000

    41,     41,
   000,000    000,000

    34,     34,   △34,   △34,
   962,840    962,840    962,840    962,840

    40,     40,   　 7,   　 7,
   297,840    297,840    702,160    702,160

     2,      2,    176,     85,     91,
   409,000    409,000    591,000    000,000    591,000

   275,    275,  △154,     58,  △212,
   750,200    750,200    750,200    000,000    750,200

   278,    278,     21,    143,  △121,
   159,200    159,200    840,800    000,000    159,200

    30,     30,
   000,000    000,000

  　33,   　33,    △3,    △3,
   810,700    810,700    810,700    810,700

  　33,   　33,   　26,   　26,
   810,700    810,700    189,300    189,300

年割額と
支払義務
発 生 額
の    差

比　　　　　　　　　　　　較

損益勘定
留保資金

左　の　財　源　内　訳 左　の　財　源　内　訳

損益勘定
留保資金

実　　　　　　　　　　　　績

国 ・ 県
支 出 金

支払義務
発 生 額

 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書

企 業 債 工事負担金
国 ・ 県
支 出 金

企 業 債 工事負担金
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報告第32号 

 

令和６年度教育に関する事務の管理及び執行の点検及び評価の報告につい

て 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第26条第

１項の規定に基づき、令和６年度教育に関する事務の管理及び執行の点検及び評

価について別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第33号 

 

令和６年度公立大学法人長岡造形大学の業務の実績に関する評価の報告に

ついて 

 

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第78条の２第６項の規定に基づき、

令和６年度公立大学法人長岡造形大学の業務の実績に関する評価について別紙の

とおり報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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